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１ 統計調査の審査状況 
（総括表） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



指定統計調査
の名称

承認年月日 承　認　事　項　の　主　な　変　更　　　　 申　請　者

個人企業経済
調査

H20.10.8 承認事項の変更
平成19年11月の日本標準産業分類の改定を踏まえ、調査対
象事業所の分類を新分類に改める。

総務大臣

造船造機統計
調査

H20.10.8 承認事項の変更
平成20年10月１日に国土交通省の組織が改正され、情報管
理部が廃止されたことを踏まえ、集計方法の「総合政策局情報
管理部」及び保存責任者の「総合政策局情報管理部長」を「国
土交通大臣」に改める。

国土交通大臣

船員労働統計
調査

H20.10.8 承認事項の変更
平成20年10月１日に国土交通省の組織が改正され、情報管
理部が廃止されたことを踏まえ、保存責任者の「国土交通省総
合政策局情報管理部長」を「国土交通大臣」に改める。

国土交通大臣

自動車輸送統
計調査

H20.10.8 承認事項の変更
平成20年10月１日に国土交通省の組織が改正され、情報管
理部が廃止されたことを踏まえ、調査系統の「国土交通省総合
政策局情報管理部」を「国土交通省」に改める。

国土交通大臣

科学技術研究
調査

H20.10.10 承認事項の変更
(1) 平成19年11月の日本標準産業分類の改定を踏まえ、調査
　　対象事業所の分類を新分類に改める。
(2) 平成17年10月に日本道路公団、首都高速道路公団、阪神
　　高速道路公団、本州四国連絡橋公団が解散し、「公団」が
　　なくなったことを踏まえ、「様式第1～4号」（調査票甲・乙）の
　　研究費の支出元及び支出先の区分にある「公庫・公団等」
　　を「公庫等」に改める。

総務大臣

１　指定統計調査の承認
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承認番号 承認年月日 統計調査の名称 申請者

27478 平成20年度消費者団体基本調査

(旧№25856） 平成20年度消費者団体基本調査票

27479 水産物流通調査

(旧№26697） 水産加工（陸上）調査票

27480 国家公務員共済組合年金受給者実態調査

（旧№26254） 遺族共済年金・遺族年金受給者実態調査票

27481 第８回21世紀出生児縦断調査

（旧№27033） 第８回21世紀出生児縦断調査票

27482 男女間における暴力に関する調査

（旧№26275） 男女間における暴力に関する調査票

27483 平成20年度障害者雇用実態調査

（旧№23629） 事業所票

27484 平成20年度障害者雇用実態調査

（旧№23630） 個人票A

27485 平成20年度障害者雇用実態調査

（旧№23631） 個人票Ｂ

27486 平成20年度障害者雇用実態調査

（旧№23632） 個人票Ｃ

27487 平成20年度建設副産物実態調査

（旧№026153） 利用量・搬出先調査票

27488 平成20年度建設副産物実態調査

（旧№26154） 再生処理施設の稼動実態調査票

27489 畜産統計調査

（旧№27075） 乳用牛調査票

27490 畜産統計調査

（旧№27076） 肉用牛調査票

27491 畜産統計調査

（旧№27077） 豚調査票

27492 畜産統計調査

（旧№27078） 採卵鶏調査票

27493 畜産統計調査

（旧№27079） 鶏ひなふ化羽数調査票

29494 放送番組制作作業実態調査

（旧№27096） 放送番組制作業実態調査調査票

大学等におけるフルタイム換算データに関する調査

大学等におけるフルタイム換算データに関する調査

大学等におけるフルタイム換算データに関する調査

H20.10.21

２　承認統計調査の承認

厚生労働大臣

国土交通大臣

農林水産大臣

農林水産大臣

国土交通大臣

H20.10.21

農林水産大臣

農林水産大臣

H20.10.21

農林水産大臣H20.10.21

総務大臣H20.10.21

27496
（旧№23144）

H20.10.21 文部科学大臣大学等におけるフルタイム換算データに関する調査票
博士（後期）課程在籍者用

27497
（旧№）

文部科学大臣大学等におけるフルタイム換算データに関する調査票
医局員・研究員等用

H20.10.10

H20.10.21

H20.10.21

H20.10.8 内閣総理大臣

財務大臣

27495
（旧№23143）

H20.10.21 文部科学大臣大学等におけるフルタイム換算データに関する調査票
教員用

H20.10.10

H20.10.21

H20.10.21

H20.10.2 内閣総理大臣

H20.10.10

H20.10.10

厚生労働大臣

厚生労働大臣

厚生労働大臣

H20.10.2

H20.10.7 厚生労働大臣

農林水産大臣

H20.10.2
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高等学校卒業（予定）者の就職（内定）状況に関する調査

高等学校卒業（予定）者の就職（内定）状況に関する調査

高等学校卒業（予定）者の就職（内定）状況に関する調査

27501 平成23年経済センサス‐活動調査第１次試験調査

（旧№） 調査票１

27502 平成23年経済センサス‐活動調査第１次試験調査

（旧№） 調査票２

27503 平成23年経済センサス‐活動調査第１次試験調査

（旧№） 調査票３（企業用）

27504 平成23年経済センサス‐活動調査第１次試験調査

（旧№） 調査票４（事業所用）

27505 平成23年経済センサス‐活動調査第１次試験調査

（旧№） 調査票Ａ(農林漁業）

27506 平成23年経済センサス‐活動調査第１次試験調査

（旧№） 調査票Ｃ（鉱業，採石業，砂利採取業）

27507 平成23年経済センサス‐活動調査第１次試験調査

（旧№） 調査票Ｄ１（建設業）

27508 平成23年経済センサス‐活動調査第１次試験調査

（旧№） 調査票Ｄ２（建設業）

27509 平成23年経済センサス‐活動調査第１次試験調査

（旧№） 調査票Ｄ３（建設業）

27510 平成23年経済センサス‐活動調査第１次試験調査

（旧№） 調査票Ｇ１（情報通信業）

27511 平成23年経済センサス‐活動調査第１次試験調査

（旧№） 調査票Ｇ２（情報通信業）

27512 平成23年経済センサス‐活動調査第１次試験調査

（旧№） 調査票Ｇ３（情報通信業）

27513 平成23年経済センサス‐活動調査第１次試験調査

（旧№） 調査票Ｈ１（運輸業，郵便業）

27514 平成23年経済センサス‐活動調査第１次試験調査

（旧№） 調査票Ｈ２（運輸業，郵便業）

27515 平成23年経済センサス‐活動調査第１次試験調査

（旧№） 調査票Ｉ（卸売業，小売業）

27516 平成23年経済センサス‐活動調査第１次試験調査

（旧№） 調査票Ｊ１（金融業，保険業）

27517 平成23年経済センサス‐活動調査第１次試験調査

（旧№） 調査票Ｊ２（金融業，保険業）

27518 平成23年経済センサス‐活動調査第１次試験調査

（旧№） 調査票Ｋ（不動産業，物品賃貸業）

27519 平成23年経済センサス‐活動調査第１次試験調査

（旧№） 調査票Ｌ（学術研究，専門・技術サービス業）

H20.10.21

H20.10.27

H20.10.27

公立高等学校卒業（予定）者の就職（内定）状況に関する調査
票

H20.10.27

国立大学法人附属高等学校卒業（予定）者の就職（内定）状
況に関する調査票

H20.10.21

H20.10.27
総務大臣
経済産業大臣

H20.10.27

27500
（旧№26270）

H20.10.21 私立高等学校卒業（予定）者の就職（内定）状況に関する調査
票

文部科学大臣

文部科学大臣

文部科学大臣

27498
（旧№26270）

27499
（旧№26270）

H20.10.27

H20.10.27

総務大臣
経済産業大臣

H20.10.27
総務大臣
経済産業大臣

総務大臣
経済産業大臣

総務大臣
経済産業大臣

H20.10.27
総務大臣
経済産業大臣

H20.10.27
総務大臣
経済産業大臣

総務大臣
経済産業大臣

H20.10.27
総務大臣
経済産業大臣

H20.10.27
総務大臣
経済産業大臣

総務大臣
経済産業大臣

H20.10.27
総務大臣
経済産業大臣

H20.10.27
総務大臣
経済産業大臣

総務大臣
経済産業大臣

H20.10.27
総務大臣
経済産業大臣

H20.10.27
総務大臣
経済産業大臣

総務大臣
経済産業大臣

H20.10.27
総務大臣
経済産業大臣

H20.10.27
総務大臣
経済産業大臣

H20.10.27
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27520 平成23年経済センサス‐活動調査第１次試験調査

（旧№） 調査票Ｍ（宿泊業，飲食サービス業）

27521 平成23年経済センサス‐活動調査第１次試験調査

（旧№） 調査票Ｎ（生活関連サービス業，娯楽業）

27522 平成23年経済センサス‐活動調査第１次試験調査

（旧№） 調査票Ｏ１（学校教育）

27523 平成23年経済センサス‐活動調査第１次試験調査

（旧№） 調査票Ｏ２（学校教育）

27524 平成23年経済センサス‐活動調査第１次試験調査

（旧№） 調査票Ｏ３（学習支援業）

27525 平成23年経済センサス‐活動調査第１次試験調査

（旧№） 調査票Ｐ（医療，福祉）

27526 平成23年経済センサス‐活動調査第１次試験調査

（旧№） 調査票Ｒ（サービス業）

27527 平成23年経済センサス‐活動調査第１次試験調査

（旧№） アンケート

27528 平成20年通信利用動向調査

(旧№27084　） 平成20年通信利用動向調査調査票（世帯用）

27529 平成20年通信利用動向調査

(旧№27085　） 平成20年通信利用動向調査調査票（企業用）

27530 消費生活協同組合（連合会）実態調査

(旧№26567） 消費生活協同組合（連合会）実態調査票

27531 国民年金被保険者実態調査

(旧№26266 ） 国民年金被保険者実態調査票

27532 自動車輸送統計予備調査

(旧№　） 自動車輸送統計予備調査事業所票（第一号様式）

27533 自動車輸送統計予備調査

(旧№　） 自動車輸送統計予備調査自動車票（第二号様式）

27534 通信・放送産業基本調査

(旧№27161） 通信・放送産業基本調査調査票（電気通信事業用）

27535 通信・放送産業基本調査

(旧№27162） 通信・放送産業基本調査調査票（放送事業用）

27536 通信・放送産業基本調査

27537 通信・放送産業基本調査

(旧№27164　）

27539 建設業活動実態調査

(旧№26917　） 建設業活動実態調査調査票

通信・放送産業基本調査調査票（有線テレビジョン放送事業
用）

H20.10.24

H20.10.24

H20.10.27

(旧№27163　）
H20.10.30

総務大臣

H20.10.24 総務大臣

総務大臣

厚生労働大臣

厚生労働大臣

総務大臣

総務大臣

総務大臣

国土交通大臣

厚生労働大臣

国土交通大臣

国土交通大臣

27538

(旧№27080 ）

H20.10.30

H20.10.30

H20.10.30

H20.10.30

総務大臣
経済産業大臣

H20.10.27

H20.10.27
総務大臣
経済産業大臣

H20.10.27
総務大臣
経済産業大臣

総務大臣
経済産業大臣

H20.10.27
総務大臣
経済産業大臣

H20.10.27
総務大臣
経済産業大臣

H20.10.27

総務大臣
経済産業大臣

H20.10.29

H20.10.27
総務大臣
経済産業大臣

H20.10.29

H20.10.24

大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の
就職内定状況等調査票

大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の
就職内定状況等調査

通信・放送産業基本調査調査票（インターネット付随サービス
業用）

H20.10.30
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（１）　新　規

整理番号 受理年月日 統計調査の名称 届出者

108050 H20.10.2 関西・大阪における取込みシステム産業に関する調査 大阪府知事

108051 H20.10.6 労働関係総合実態調査（賃金等実態調査） 山口県知事

108052 H20.10.7 障害者福祉計画・障害福祉計画改定のための市民意向調査 姫路市長

108053 H20.10.8 次世代育成支援に関するニーズ調査 習志野市長

108054 H20.10.8 名古屋市子ども・子育て家庭　意識・生活実態調査 名古屋市長

108055 H20.10.8 伊賀市次世代育成支援地域行動計画策定ニーズ調査 伊賀市長

108056 H20.10.8 草津市次世代育成支援に関するニーズ調査 草津市長

108057 H20.10.10 大阪市交通アンケート調査 大阪市長

108058 H20.10.10 かしこいクルマの使い方を考えるプロジェクト神戸・アンケート 神戸市長

108059 H20.10.14 平成20年度子育て支援・少子化対策に関する県民意識調査 山口県知事

108060 H20.10.14
子どもや子育てに関するアンケート調査（帯広市次世代育成
支援等に関するニーズ調査及び性教育に関する調査）

帯広市長

108061 H20.10.14 府中市子育て支援に関する市民意向調査 府中市長

108062 H20.10.14
少子化に関する福井市民意識調査及び福井市次世代育成支
援に関するニーズ調査

福井市長

108063 H20.10.14 羽島市次世代育成支援に関するニーズ調査 羽島市長

108064 H20.10.14 宗像市子育てに関するアンケート 宗像市長

108065 H20.10.16 柏崎市次世代育成支援に関するニーズ調査 柏崎市長

108066 H20.10.16 小牧市子育て支援に関するニーズ調査 小牧市長

108067 H20.10.17 技能労務関係職種従業員に係る民間事業所調査 北海道知事

108068 H20.10.17 岐阜県ひとり親家庭実態調査 岐阜県知事

108069 H20.10.17 鳩ヶ谷市次世代育成支援に関するニーズ調査 鳩ヶ谷市長

108070 H20.10.17 いなべ市次世代育成支援に係るニーズ調査 いなべ市長

108071 H20.10.17 天理市次世代育成支援に係るニーズ調査 天理市長

108072 H20.10.20 足利市次世代育成支援に係るニーズ調査 足利市長

108073 H20.10.20 赤穂市次世代育成支援対策行動計画策定に係るニーズ調査 赤穂市長

108074 H20.10.20 丸亀市次世代育成支援に係るニーズ調査 丸亀市長

108075 H20.10.23 二本松市子育て支援に関するアンケート調査 二本松市長

108076 H20.10.23 行方市次世代育成支援に係るニーズ調査 行方市長

108077 H20.10.23 大牟田市次世代育成支援に係るニーズ調査 大牟田市長

108078 H20.10.24 苫小牧市次世代育成支援に係るニーズ調査 苫小牧市長

108079 H20.10.24 川口市次世代育成支援に関するニーズ調査 川口市長

３　届出統計調査の受理
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108080 H20.10.24 静岡市次世代育成支援に関するアンケート調査 静岡市長

108081 H20.10.29 鈴鹿市次世代育成支援に係るニーズ調査 鈴鹿市長

108082 H20.10.30 松本都市圏パーソントリップ調査 長野県知事

108083 H20.10.30 むつ市次世代育成支援に係るニーズ調査 むつ市長

108084 H20.10.30 筑西市次世代育成支援に係るニーズ調査 筑西市長

108085 H20.10.30 犬山市次世代育成支援に係るニーズ調査 犬山市長

108086 H20.10.31 石岡市次世代育成支援に係るニーズ調査 石岡市長

108087 H20.10.31 堺市次世代育成支援に関するニーズ調査 堺市長

（２）　変　更

整理番号 受理年月日 統計調査の名称 届出者

208061 H20.10.6 佐賀県労使関係実情調査 佐賀県知事

208062 H20.10.7 東京都生計分析調査試験調査 東京都知事

208063 H20.10.7 県民健康・栄養実態調査 新潟県知事

208064 H20.10.9 県民意識調査 兵庫県知事

208065 H20.10.14 県民意識調査 新潟県知事

208066 H20.10.24 集落営農実態調査 農林水産大臣

208067 H20.10.27 香川県特定地場産品調査 香川県知事

（３）　中　止

整理番号 受理年月日 統計調査の名称 届出者

308011 H20.10.6 要介護認定モデル事業報告 厚生労働大臣

308012 H20.10.21 建設副産物実態調査 国土交通大臣
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指定統計調査の承認 

【調査名】 造船造機統計調査 

【承認年月日】 平成２０年１０月０８日【指定番号】 ２９ 

【実施機関】 国土交通省総合政策局情報政策本部交通調査統計課 

【目 的】 造船及び造機の実態を明らかにする。 

【沿 革】 造船に関する統計は，明治２９年造船規程が制定されてから各造船所から起工，進水

及び竣工に関する報告を徴して作成されてきたのであるが，昭和２５年４月から生産統

計の一環として造船及び船舶用機関並びに船舶用品の生産状況を把握するため，統計法

に基づく指定統計として実施することになり現在に至っている。 

【調査の構成】 １－造船調査票 ２－造機調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計／機械集計 （公表）「造船造機統計月報」（集計完了後２か月

以内） （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－造船調査票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）鋼製船舶又は，鋼製の船舶以外の船舶

で総トン数２０トン以上若しくは長さ１５メートル以上のものの製造設備又は入き

ょ設備若しくは上架設備を有する工場 （抽出枠） 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，０００ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末現在 （系統）国土交通省→地

方運輸局・沖縄総合事務局→報告者 

 【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月 

 【調査事項】 １．工場の名称及び所在地，２．製造船舶，３．修繕船舶 

※ 

【調査票名】 ２－造機調査票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）船舶用機械等の製造又は修繕に常時１

０人以上の従業員を使用している工場 （抽出枠） 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８００ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・

オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末現在 （系統）国土交通省→地方運

輸局→報告者 

 【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月 

 【調査事項】 １．工場の名称及び所在地，２．舶用機関等の製造高，月末在庫高及び修繕高並

びに部品製造高 
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【調査名】 個人企業経済調査 

【承認年月日】 平成２０年１０月０８日【指定番号】 ５７ 

【実施機関】 総務省統計局統計調査部経済統計課 

【目 的】 製造業，卸売・小売業，飲食店又はサービス業を営む個人企業の経営の実態を明らか

にし，個人企業に関する基礎資料を得る。 

【沿 革】 本調査は，昭和２２年に経済安定本部（現在の内閣府）が，国民所得の推計資料を得

るために実施した「個人企業経済調査」から発展したものである。この個人企業経済

調査は，その後年々改善されたが，昭和２７年４月にその工業及び商業についての調

査部分が総理府統計局に移管され「個人商工業経済調査」（指定統計第５７号）として，

新しく発足した。その後，昭和３６年７月から従来の製造業及び卸売業・小売業のほ

かにサービス業を加えて整備し，名称も「個人企業経済調査」と改めた。★ 昭和３

９年７月からは調査事項を更に拡充し，営業上の資産及び負債についても調査するこ

とにした。また，昭和４１年７月からは，調査対象を大幅に拡大するとともに，従来

調査地域となっていなかった町村も調査することに改めた。★ 個人企業経済調査に

附帯して実施されていた「個人企業営業状況調査」を平成１４年２月から統合し，動

向調査票と構造調査票に再編した。 

【調査の構成】 １－動向調査票 ２－構造調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計／機械集計 （公表）「速報」（各期末の翌々月の中旬まで），「四

半期別結果報告書」（各期末の翌々月の下旬まで），「調査結果報告書」（集計完了次

第） （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－動向調査票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）製造業，卸売・小売業，飲食店及びサー

ビス業を営む個人企業 （抽出枠） 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，７００ （配布）調査員 （取集）調査員 

（記入）自計 （把握時）四半期間 （系統）総務省統計局→都道府県→調査員→

報告者，総務省→都道府県→民間事業者→報告者 

 【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）毎年４月から翌年３月までの１年間について，

４月から６月まで，７月から９月まで，１０月から１２月まで及び翌年１月から

３月までの期間に分けて実施。 

 【調査事項】 １．事業主の業況判断に関する事項，２．従業者に関する事項，３．営業収支に

関する事項， 

※ 

【調査票名】 ２－構造調査票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）製造業，卸売・小売業，飲食店及びサー

ビス業を営む個人企業 （抽出枠） 
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 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，７００ （配布）調査員 （取集）調査員 

（記入）自計 （把握時）四半期間 （系統）総務省統計局→都道府県→調査員→

報告者，総務省→都道府県→民間事業者→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年４月から翌年３月までの１年間について，４月

から６月まで，７月から９月まで，１０月から１２月まで及び翌年１月から３月

までの期間に分けて実施。 

 【調査事項】 １．事業所の経営形態に関する事項，２．事業主に関する事項，３．営業収支等

に関する事項，４．従業者に関する事項，５．パーソナルコンピューターの使用の

有無，６．事業経営上の問題点，７．経営方針に関する事項，８．営業上の資産及

び負債， 
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【調査名】 船員労働統計調査 

【承認年月日】 平成２０年１０月０８日【指定番号】 ９０ 

【実施機関】 国土交通省総合政策局情報政策本部交通調査統計課 

【目 的】 船員の報酬，雇用等について，その実態を明らかにする。 

【沿 革】 昭和２２年以来総理府統計局で毎月勤労統計調査の一部として実施してきたが，昭和

２３年９月に船員を除く陸上産業の労働者の調査が労働省に移管されたので，総理府統

計局では引続き船員関係の調査を指定統計第１７号「船員毎月勤労統計」として実施し

てきた。しかし，昭和３２年３月にこの調査が総理府統計局から移管され，昭和３２年

４月からこの調査と従前から運輸省で実施してきた指定統計第２８号「船舶船員統計」

の給与関係の調査と「汽船船員給与調査，機帆船船員給与調査及び漁船船員給与調査」

の３種の統計調査を統合して新しく指定統計第９０号「船員労働統計」として実施する

ようになった。 

【調査の構成】 １－船員労働統計調査票・第１号様式 ２－船員労働統計調査票・第２号様式 ３

－船員労働統計調査票・第３号様式 

【集計・公表】 （集計）中央集計／民間委託 （公表）「船員労働統計」（毎四半期及び毎年） （表

章）全国 

※ 

【調査票名】 １－船員労働統計調査票・第１号様式 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）船員法（昭和２２年法律第１００号）第

１条に規定する船員であって，総トン数２０トン以上の船舶（漁船及び特殊船（引

船，はしけ及び官公署船をいう。以下同じ。）以外の国土交通大臣が指定する船舶）

に乗り組む者 （抽出枠）船員労働統計母集団調査 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，２００ （配布）郵送・オンライン （取

集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎年６月・年間 （系統）国土

交通大臣→地方運輸局（運輸監理部を含む。）・運輸支局・海事事務所→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年６月 

 【調査事項】 １．申告者のついて（申告者の氏名又は名称及び住所，所属船主団体名，労働組

合の状況），２．船舶について（船舶の名称，総トン数，稼働日数，用途，航行区域

別，内外航別），３．船長・職員，部員ごとの人数及び女性・外国人の内数，４．各

船員について（年齢，性別，外国人か否か，経験年数，年間総労働時間，年間取得

休日数，月間総労働時間，定期払いを要する報酬，割増手当て・夜間割増，特別に

支払われた報酬，航海日当，その他の手当て） 

※ 

【調査票名】 ２－船員労働統計調査票・第２号様式 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）船員法（昭和２２年法律第１００号）第

１条に規定する船員であって，総トン数２０トン以上の漁船に乗り組む者 （抽出
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枠） 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，５００ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）年間 （系統）国土交通大臣→地方運

輸局（運輸監理部を含む。）・運輸支局・海事事務所→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１２月 

 【調査事項】 １．申告者について（申告者の氏名又は名称及び住所），２．漁船について（船名，

総トン数，用途），３．従業状態，報酬額等について（漁業種類，漁業期間，航海日

数，航海回数，漁業期間中最も乗組員の多かった月及び少なかった月の人員数，水

揚高合計額，乗組員に支払われた報酬合計額，報酬の支払い形態，報酬（給料，歩

合給，その他の手当，特別に支払われた報酬，航海日当），４．船員について（人員

数及び女性・外国人船員の内数，持代（歩）数及び女性・外国人船員の内数，給料・

最低保障額及び女性・外国人船員の内数） 

※ 

【調査票名】 ３－船員労働統計調査票・第３号様式 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）船員法（昭和２２年法律第１００号）第

１条に規定する船員であって，総トン数２０トン以上の特殊船に乗り組む者 （抽

出枠） 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，９００ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎年６月 （系統）国土交通大臣→地

方運輸局（運輸監理部を含む。）・運輸支局・海事事務所→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年６月 

 【調査事項】 １．申告者について（申告者の氏名又は名称及び住所），２．特殊船について（船

舶の用途，隻数，総トン数），３．船員について（船員数及び女性・外国人船員の内

数，総延稼動日数及び女性・外国人船員の内数，時間外・補償休日労働時間及び女

性・外国人船員の内数，年間取得休日数及び女性・外国人船員の内数，報酬（定期

払いを要する報酬，割増手当・夜間割増，特別に支払われた報酬，航海日当）及び

女性・外国人船員の内数） 
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３ 承 認 統 計 調 査 の 承 認 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：「報告様式名」欄について 
 

  報告様式が２以上ある場合には、報告様式名の頭 
 

 に数字を付し、調査内容の説明の簡略化を図った。 
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承認統計調査の承認 

【調査名】 平成２０年度消費者団体基本調査 

【実施機関】 内閣府国民生活局消費者企画課消費者行政推進室 

【目 的】 各地域における消費者組織の概要と活動内容を把握し，これらの組織の育成・強化

をはじめ，消費者保護の施策の策定の重要な参考資料として活用する。 

【調査の構成】 １－消費者団体基本調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計／民間委託／機械集計 （公表）「調査結果報告書」及びホ

ームページ公表（平成２１年１月頃） （表章）全国 

【経費】 ３，８９４千円 

※ 

【調査票名】 １－消費者団体基本調査票 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月０２日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）０２７４７８ 調査票番号（旧）０２５８５６ 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）団体 （属性）「消費者の権利・利益の維持・擁護を

目的又は活動内容に含み，消費者によって自主的に組織された団体及びこれに準

ずる団体であって，消費者のための活動を恒常的に行っている民間団体」である

消費者団体。 （抽出枠）消費者団体基本調査に基づく消費者団体名簿及び地方

自治体が保有する消費者団体名簿 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５，５００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成２０年１０月１日現在 （系統）内閣府→請負先（民間事

業者）→報告者 

 【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２０年１０月１４日～平成２０年１１月１

４日 

 【調査事項】 １．消費者団体の名称・所在地等，２．設立年，３．会員数，４．活動範囲，

５．法人格の有無・種類・取得時期・取得予定，６．関心事項及び活動状況 
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【調査名】 水産物流通調査 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課消費統計室 

【目 的】 水産物価の価格水準，需給動向等を明らかにし，水産物の受給計画，価格安定対策，

流通改善対策等のための基礎資料を得る。 

【沿 革】 昭和３１年水産物市場価格調査として開始され，以後，毎年調査が実施されている。

平成８年に消費地流通段階別価格調査票を廃止し，現在に至っている。 

【調査の構成】 １－水産加工（陸上）調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計／統計センター委託／機械集計 （公表）調査年翌年の５月

上旬に概要を公表 （表章）全国 

【経費】 ９，６４３千円 

※ 

【調査票名】 １－水産加工（陸上）調査票 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月０２日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０４月３０日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）０２７４７９ 調査票番号（旧）０２６６９７ 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）都道府県ごとに品目別生産量の多い

ほうから順に８０％をカバーするまでの水産加工経営体。 （抽出枠）陸上加工

経営体名簿 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３，６１２／９，８６０ （配布）調査員・フ

ァクシミリ （取集）調査員・ファクシミリ （記入）自計 （把握時）１月１

日から１２月３１日までの１年間 （系統）農林水産省→地方農政事務所（局）

→統計・情報センター→（調査員）→報告者 

 【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査対象年の翌年の３月１５日まで 

 【調査事項】 品目別生産量（魚介類，のり） 
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【調査名】 国家公務員共済組合年金受給者実態調査 

【実施機関】 財務省主計局給与共済課 

【目 的】 年金制度の受け持つ役割が重要性を増しつつある現状に鑑み，国家公務員共済年金

受給者の実態を把握することを目的とする。 

【沿 革】 本調査は，昭和４８年の国家公務員等共済組合法改正の国会審議の中で，年金受給

者についての実態調査が必要である旨の指摘を受けて開始されたものである。調査

は，下記の調査票から構成され，それぞれ３年周期で実施しているものであり，今

回は２について実施するものである。１．退職共済年金・退職年金・減額退職年金

受給者実態調査票（昭和４９年から３年ごと），２．遺族共済年金・遺族年金受給

者調査票（昭和５０年から３年ごと），３．障害共済年金・障害年金受給者実態調

査票（昭和５１年から３年ごと） 

【調査の構成】 １－遺族共済年金・遺族年金受給者実態調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計／民間委託／機械集計 （公表）「国家公務員共済組合事業

統計年報」（平成２２年２月），ホームページ（平成２２年７月） （表章）全

国 

【経費】 １４９千円 

※ 

【調査票名】 １－遺族共済年金・遺族年金受給者実態調査票 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月０２日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０５月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）０２７４８０ 調査票番号（旧）０２６２５４ 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）国家公務員共済組合連合会から遺族共

済年金・遺族年金を受給している者 （抽出枠）年金原簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，０００／２６９，０００ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年２月１日現在 （系統）財

務省主計局→連合会→報告者 

 【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２１年０２月２８日 

 【調査事項】 １．受給者の性別，２．年齢，３．受給年金額，４．受給者に係る受給開始年

月日，５．他の年金の受給状況、６．世帯人員，７．生活費，８．年金の使途，

９．受給者の就業状況、１０．世帯の収入等 
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【調査名】 男女間における暴力に関する調査 

【実施機関】 内閣府男女共同参画局推進課 

【目 的】 女性に対する暴力について的確な施策を実施し，社会の問題意識を高めるためには，

定期的な実態把握の調査が必要である。これまでの先行調査を踏まえ，国内の男女間

における暴力の実態を把握する。 

【調査の構成】 １－男女間における暴力に関する調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計／民間委託／機械集計 （公表）「調査結果報告書」（平成２

１年３月） （表章）全国 

【経費】 １２，３９０千円 

※ 

【調査票名】 １－男女間における暴力に関する調査票 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月０８日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０１月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）０２７４８２ 調査票番号（旧）０２６２７５ 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）２０歳以上の男女 （抽出枠）住民基

本台帳（住民基本台帳の使用できない地区にあたっては選挙人名簿） 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，０００／１０３，３８７，４７４ （配

布）郵送 （取集）郵送・調査員 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系

統）内閣府男女共同参画局→（社）中央調査者→報告者 

 【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２０年１０月～１１月 

 【調査事項】 １．調査対象について，（１）性別，（２）年齢，（３）職業，（４）最終学歴，

２．配偶者からの暴力についての意識，（１）配偶者暴力防止法の認知，（２）相

談窓口の周知，（３）暴力と認識される行為，３．配偶者からの暴力の被害経験，

（１）配偶者の有無，（２）これまでの配偶者からの被害経験，（３）この５年の

配偶者からの被害経験，（４）配偶者からの被害の相談の有無，（５）相談しなか

った理由，（６）最初に被害を受けた時期，（７）被害を受けたときの行動，（８）

配偶者と別れなかった理由，（９）命の危険を感じた経験の有無，（１０）怪我や

精神的不調の有無，（１１）医師の診察等の有無，４．交際相手からの暴力の被

害経験，（１）１０～２０歳代の頃の交際相手の有無，（２）交際相手からの被害

経験，（３）被害を受けたときの行動，（４）交際相手と別れなかった理由，（５）

命の危険を感じた経験の有無，（６）怪我や精神的不調の有無，（７）医師の診察

等の有無，（８）被害後の生活上の変化，（９）交際相手からの被害の相談の有無，

（１０）相談しなかった理由，５．無理やり性交された経験について（女性のみ），

（１）無理やり性交された経験の有無，（２）この５年の経験の有無，（３）加害

者との面識の有無，（４）加害者との関係，（５）被害にあった時期，（６）相談

の有無，（７）相談しなかった理由，６．男女間における暴力を防止するための
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方策について，（１）暴力を防止するために必要なこと，（２）国が実施する広報

の認知 
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【調査名】 平成２０年度障害者雇用実態調査 

【実施機関】 厚生労働省職業安定局高齢・障害者雇用対策部障害者雇用対策課地域就労支援室 

【目 的】 主要産業の民営事業所の事業主に対し，雇用している身体障害者，知的障害者及び

精神障害者の雇用者数，賃金，労働時間，職業，雇用管理上の措置，関係機関との

連携等を調査し，その実態及びその変化を把握し，雇用援護措置の実施等効果的な

雇用施策を推進するための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－障害者雇用実態調査票（事業所票） ２－平成２０年度障害者雇用実態調

査票（個人票Ａ） ３－障害者雇用実態調査票（個人票Ｂ） ４－平成２０年度

障害者雇用実態調査票（個人票Ｃ） 

【集計・公表】 （集計）中央集計／民間委託／機械集計 （公表）「調査結果報告書」にて公

表 （表章）全国 

【経費】 ９，８７３千円 

※ 

【調査票名】 １－障害者雇用実態調査票（事業所票） 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月１０日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）０２７４８３ 調査票番号（旧）０２３６２９ 

 【調査対象】 （地域）全国（一部離島を除く） （単位）事業所 （属性）日本標準産業分

類に基づく農林漁業を除く１６大産業に属する常用労働者を５人以上雇用する

事業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査の民営事業所漢字リスト 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７，５００／１，７１７，０００ （配布）

調査員 （取集）郵送・調査員 （記入）自計 （把握時）１１月１日現在（た

だし，賃金，労働時間については１０月中） （系統）厚生労働省職業安定局→

都道府県労働局→公共職業安定所→調査員→報告者 

 【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）１１月０１日～１２月１４日 

 【調査事項】 １．事業所に関する事項，２．身体障害者，知的障害者及び精神障害者の雇用

状況について，３．関係機関との連携について，４．関係機関への期待について，

５．雇用上の課題等について，６．障害者に関する雇用上の配慮について，７．

採用後に障害者となった従業員に関する配慮について 

※ 

【調査票名】 ２－平成２０年度障害者雇用実態調査票（個人票Ａ） 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月１０日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）０２７４８４ 調査票番号（旧）０２３６３０ 

 【調査対象】 （地域）全国（一部離島を除く） （単位）個人 （属性）日本標準産業分類

に基づく農林漁業を除く１６大産業に属する常用労働者を５人以上雇用する民
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営事業所に雇用されている身体障害者 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計

調査の民営事業所漢字リスト 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２０，６００／２０，６００ （配布）調査員 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）１１月１日現在 （系統）厚生労働省職業

安定局→都道府県労働局→公共職業安定所→調査員→事業所→報告者 

 【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）１１月０１日～１２月１４日 

 【調査事項】 １．個人に関する事項，２．職場環境・職場生活について，３．相談相手につ

いて，４．仕事・職場生活以外の活動について，５．将来の不安について 

※ 

【調査票名】 ３－障害者雇用実態調査票（個人票Ｂ） 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月１０日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月０３日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）０２７４８５ 調査票番号（旧）０２３６３１ 

 【調査対象】 （地域）全国（一部離島を除く） （単位）個人 （属性）日本標準産業分類

に基づく農林漁業を除く１６大産業に属する常用労働者を５人以上雇用する民

営事業所に雇用されている知的障害者 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計

調査の民営事業所漢字リスト 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，７００／２，７００ （配布）調査員 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）１１月１日現在 （系統）厚生労働省職業安定

局→都道府県労働局→公共職業安定所→調査員→事業所→報告者 

 【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）１１月０１日～１２月１４日 

 【調査事項】 １．個人に関する事項，２．職場環境・職場生活について，３．相談相手につ

いて，４．仕事・職場生活以外の活動について，５．将来の不安について 

※ 

【調査票名】 ４－平成２０年度障害者雇用実態調査票（個人票Ｃ） 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月１０日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０６月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）０２７４８６ 調査票番号（旧）０２３６３２ 

 【調査対象】 （地域）全国（一部離島を除く） （単位）個人 （属性）日本標準産業分類

に基づく農林漁業を除く１６大産業に属する常用労働者を５人以上雇用する民

営事業所に雇用されている精神障害者 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計

調査の民営事業所漢字リスト 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９００／９００ （配布）調査員 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）１１月１日現在 （系統）厚生労働省職業安定局→都道府

県労働局→公共職業安定所→調査員→事業所→報告者 

 【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）１１月０１日～１２月１４日 
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 【調査事項】 １．個人に関する事項，２．職場環境・職場生活について，３．相談相手につ

いて，４．仕事・職場生活以外の活動について，５．将来の不安について 
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【調査名】 畜産統計調査 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課 

【目 的】 主要家畜に関する規模別・経営タイプ別飼養戸数及び状態別飼養頭羽数等を把握し，

わが国の畜産生産の現況を明らかにするとともに，飼養動向を予測するための事項を

取りまとめ，畜産行政における施策の策定等に資料を提供する。 

【調査の構成】 １－乳用牛調査票 ２－肉用牛調査票 ３－豚調査票 ４－採卵鶏調査票 ５

－鶏ひなふ化羽数調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計／機械集計 （公表）「調査の概要」（乳用牛調査，肉用牛調

査，豚調査，採卵鶏調査は６月中旬）（鶏ひなふ化羽数調査は調査月翌月の末日），

「調査結果報告書」（平成２１年１２月末頃） （表章）全国 

【経費】 ２９，１８４千円 

※ 

【調査票名】 １－乳用牛調査票 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２１日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）０２７４８９ 調査票番号（旧）０２７０７５ 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）経営体 （属性）乳用牛の飼養者 （抽出枠）２００

５年農林業センサス（農林業経営体調査票） 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，７１０／２７，２００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年２月１日現在 （系統）農林水

産本省→地方農政事務所等→統計・情報センター→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年２月１日から２月末日まで 

 【調査事項】 １．状態別飼養頭数，２．月別経産牛頭数，３．月別分べん頭数，４．月別乳

用向けめす出生頭数，５．経営耕地・飼料作物の作付実面積状況，６．放牧の状

況 

※ 

【調査票名】 ２－肉用牛調査票 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２１日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）０２７４９０ 調査票番号（旧）０２７０７６ 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）経営体 （属性）肉用牛の飼養者 （抽出枠）２００

５年農林業センサス（農林業経営体調査票） 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７，１６０／８７，８００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年２月１日現在 （系統）農林水

産本省→地方農政事務所等→統計・情報センター→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年２月１日から２月末日まで 
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 【調査事項】 １．目的別飼養頭数，２．経営タイプ，３．経営耕地・飼料作物の作付実面積

状況，４．放牧の状況 

※ 

【調査票名】 ３－豚調査票 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２１日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）０２７４９１ 調査票番号（旧）０２７０７７ 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）経営体 （属性）豚の飼養者 （抽出枠）２００５年

農林業センサス（農林業経営体調査票） 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，４７０／８，０９０ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年２月１日現在 （系統）農林水

産本省→地方農政事務所等→統計・情報センター→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年２月１日から２月末日まで 

 【調査事項】 １．飼養頭数，２．経営タイプ，３．経営組織 

※ 

【調査票名】 ４－採卵鶏調査票 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２１日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）０２７４９２ 調査票番号（旧）０２７０７８ 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）経営体 （属性）採卵鶏の飼養者 （抽出枠）２００

５年農林業センサス（農林業経営体調査票） 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，９９０／３，９９０ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年２月１日現在 （系統）農林水

産本省→地方農政事務所等→統計・情報センター→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年２月１日から２月末日まで 

 【調査事項】 １．飼養羽数，２．経営組織，３．ひなの導入 

※ 

【調査票名】 ５－鶏ひなふ化羽数調査票 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２１日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２２年０１月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）０２７４９３ 調査票番号（旧）０２７０７９ 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）鶏ひなふ化場 （抽出枠）鶏ひなふ

化場一覧表 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１１６／１２５ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）農林水産本省→地方農政事務

所等→統計・情報センター→報告者 
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 【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査月の翌月１日から１０日まで 

 【調査事項】 １．ふ化羽数及び出荷羽数，２．初生びなの出荷先別出荷羽数 
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【調査名】 放送番組制作業実態調査 

【実施機関】 総務省情報通信国際戦略局情報通信政策課情報通信経済室 

【目 的】 今後の放送業の健全な発展を図るために、放送業に関連する放送番組制作業の実

態・動向を把握し、放送業との調和ある行政の諸施策を推進するための基礎資料を得

る。 

【調査の構成】 １－放送番組制作業実態調査調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計／民間委託／機械集計 （公表）「調査結果報告書」（平成２

１年２月頃）ＨＰで掲載等 （表章）全国 

【経費】 １，３３２千円 

※ 

【調査票名】 １－放送番組制作業実態調査調査票 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２１日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０２月２８日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）０２７４９４ 調査票番号（旧）０２７０９６ 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）テレビ番組制作業，ラジオ番組制作業 

（抽出枠）番組制作会社一覧（日本民間放送年鑑等） 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７５０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・

オンライン （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）総務省→民間調査

機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年１１月 

 【調査事項】 １．事業運営内容，２．財務の状況，３．固定資産取得状況等，４．従業者雇

用の状況，５．運営業務の実態（放送番組の契約件数等），６．今後の事業展開，

７．経営上の問題点等 
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【調査名】 大学等におけるフルタイム換算データに関する調査 

【実施機関】 文部科学省科学技術・学術政策局 調査調整課 

【目 的】 わが国の大学等における研究者数について，国際的な基準に従い実際の研究活動時

間に即した研究者数を把握し，わが国の研究者数について国際比較が可能となるよう

に研究者数を補正する。 

【調査の構成】 １－大学等におけるフルタイム換算データに関する調査票〔教員用〕 ２－大

学等におけるフルタイム換算データに関する調査票〔博士課程（後期）在籍者用〕 

３－大学等におけるフルタイム換算データに関する調査表〔医局員・研究員等用〕 

【集計・公表】 （集計）中央集計／民間委託／機械集計 （公表）「調査結果報告書」（調査実

施後１年以内に刊行） （表章）全国 

【経費】 １３，５５０千円 

※ 

【調査票名】 １－大学等におけるフルタイム換算データに関する調査票〔教員用〕 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２１日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）０２７４９５ 調査票番号（旧）０２３１４３ 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）大学教員 （抽出枠）各大学の有する

教員名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，０００／１７８，６９６ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２０年１１月１日現在 （系統）文

部科学省→（株）三菱総合研究所→大学事務局→報告者 

 【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）１１月下旬予定 

 【調査事項】 １．勤務先（本務）の名称，２．平成２０年３月３１日時点の勤務先（本務），

３．兼務の状況，４．生年月，５．国籍，６．性別，７．配偶者の有無，８．職

名，９．任期の有無，１０．最終学位，１１．専門分野，１２．教育・研究職と

しての勤めた機関数，１３．兼務先を含む平成２０年度の担当講座数，１４．個

人もしくは研究代表者として得た過去３年間（平成１７年１１月１日～平成２０

年１０月３１日）の研究資金の金額，１５．過去３年間（平成１７年１１月１日

～平成２０年１０月３１日）の教育・研究活動の発表回数，１６．過去３年間（平

成１７年１１月１日～平成２０年１０月３１日）の査読・学会コメンテータの回

数，１７．平成１９年度（平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日）の区分

別の週数および各休日数，１８．平成１９年度の各機関における職務を行う平均

的な１日の時間数，１９．３年前（平成１７年度）からの研究時間の変化 

※ 

【調査票名】 ２－大学等におけるフルタイム換算データに関する調査票〔博士課程（後期）在

籍者用〕 
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 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２１日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）０２７４９６ 調査票番号（旧）０２３１４４ 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）わが国の大学等における大学院（後期）

博士課程在籍者 （抽出枠）各大学の有する大学院博士課程（後期）在籍者名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，０００／７３，１０１ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２０年１１月１日現在 （系統）文部

科学省→（株）三菱総合研究所→大学事務局→報告者 

 【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）１１月下旬予定 

 【調査事項】 １．在籍大学等の名称，２．在籍している博士（後期）課程への進学時期，３．

生年月，４．国籍，５．性別，６．配偶者の有無，７．専門分野，８．在籍大学

の雇用による月間収入額，９．在籍大学以外の雇用による月間収入額，１０．貸

与・給付を受けている奨学金・研究奨励金の月額，１１．博士（後期）課程進学

後の教育・研究活動の発表回数，１２．平成１９年度（平成１９年４月１日～平

成２０年３月３１日）の区分別の週数および各休日数，１３．平成１９年度の各

期間における研究活動を行う平均的な１日の時間数 

※ 

【調査票名】 ３－大学等におけるフルタイム換算データに関する調査表〔医局員・研究員等用〕 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２１日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）０２７４９７ 調査票番号（旧）００００００ 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）わが国の大学等における医局員・研究

員等名簿 （抽出枠）各大学の有する医局員・研究員等名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，０００／２４，５８９ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２０年１１月１日現在 （系統）文部

科学省→（株）三菱総合研究所→大学事務局→報告者 

 【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）１１月下旬予定 

 【調査事項】 １．在籍機関等の名称，２．現在の期間で医局員・研究員等となった年月，３．

生年月，４．国籍，５．性別，６．配偶者の有無，７．職名，８．任期の有無，

９．最終学位，１０．専門分野，１１．在籍機関の雇用による月間収入額，１２．

在籍機関以外の雇用による月間収入額，１３．貸与・給付を受けている奨学金・

研究奨励金の月額，１４．教育・研究職としての勤めた機関数，１５．個人もし

くは研究代表者として得た過去３年間（平成１７年１１月１日～平成２０年１０

月３１日）の研究資金の金額，１６．過去３年間（平成１７年１１月１日～平成

２０年１０月３１日）の教育・研究活動の発表回数，１７．過去３年間（平成１

７年１１月１日～平成２０年１０月３１日）の査読・学会コメンテータの回数，
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１８．平成１９年度（平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日）の一週間あ

たりの休日数，１９．平成１９年度における研究活動を行う平均的な１日の時間

数 
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【調査名】 高等学校卒業（予定）者の就職（内定）状況に関する調査 

【実施機関】 文部科学省初等中等教育局児童生徒課 

【目 的】 当該年度３月に国立大学法人附属高等学校を卒業する生徒の就職内定状況（当該年

度１０月末現在）・決定状況（当該年度３月末現在）を把握することにより，就職問

題を含む進路指導の改善・充実を図るための参考資料を得る（高等学校には中等教育

学校の後期課程を含む。）。 

【調査の構成】 １－国立大学法人附属高等学校卒業（予定）者の就職（内定）状況に関する調

査票 ２－公立高等学校卒業（予定）者の就職（内定）状況に関する調査票 ３

－私立高等学校卒業（予定）者の就職（内定）状況に関する調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計／機械集計 （公表）毎年１２月，５月頃公表予定 （表章）

全国 

※ 

【調査票名】 １－国立大学法人附属高等学校卒業（予定）者の就職（内定）状況に関する調査

票 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２１日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０５月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）０２７４９８ 調査票番号（旧）０２６２７０ 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）国立大学法人の附属高等学校及び附属

中等教育学校 （抽出枠） 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１８／１８ （配布）郵送・オンライン （取集）

郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２０年１０月末現在，平成２

１年３月末現在 （系統）文部科学省→国立大学法人→国立大学法人附属高等学

校・中等教育学校 

 【周期・期日】 （周期）年２回 （実施期日）毎年１１月１５日，４月１５日 

 【調査事項】 全日制・定時制別，学科別，男女別の１．卒業予定者数，２．就職希望先（県

内・県外）別の就職希望者数，３．就職（内定）先（県内・県外）別の就職（内

定）者数 

※ 

【調査票名】 ２－公立高等学校卒業（予定）者の就職（内定）状況に関する調査票 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２１日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０５月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）０２７４９９ 調査票番号（旧）０２６２７０ 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）公立の高等学校及び中等教育学校 （抽

出枠） 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３，９７６ （配布）郵送・オンライン （取集）

郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２０年１０月末現在，平成２
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１年３月末現在 （系統）文部科学省→都道府県教育委員会→市（区）町村教育

委員会→公立高等学校・中等教育学校 

 【周期・期日】 （周期）年２回 （実施期日）毎年１１月１５日，４月１５日 

 【調査事項】 全日制・定時制別，学科別，男女別の１．卒業予定者数，２．就職希望先（県

内・県外）べつの就職希望者数，３．就職（内定）先（県内・県外）別の就職（内

定）者数 

※ 

【調査票名】 ３－私立高等学校卒業（予定）者の就職（内定）状況に関する調査票 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２１日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０５月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）０２７５００ 調査票番号（旧）０２６２７０ 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）私立の高等学校及び中等教育学校 （抽

出枠） 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，３２２ （配布）郵送・オンライン （取集）

郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２０年１０月末現在，平成２

１年３月末現在 （系統）文部科学省→都道府県知事部局→私立高等学校・中等

教育学校 

 【周期・期日】 （周期）年２回 （実施期日）毎年１１月１５日，４月１５日 

 【調査事項】 全日制・定時制別，学科別，男女別の１．卒業予定者数，２．就職希望先（県

内・県外）別の就職希望者数，３．就職（内定）先（県内・県外）別の就職（内

定）者数 
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【調査名】 平成２３年経済センサスー活動調査第１次試験調査 

【実施機関】 総務省統計局統計調査部経済基本構造統計課平成２３年経済センサス準備室、経

済産業省経済産業政策局調査統計部統計企画室 

【目 的】 平成２３年経済センサスー活動調査の実施計画の策定に際して必要な事項を実地に

検討する。 

【調査の構成】 １－平成２３年経済センサスー活動調査第１次試験調査調査票１ ２－平成２

３年経済センサスー活動調査第１次試験調査調査票２ ３－平成２３年経済セ

ンサスー活動調査第１次試験調査調査票３（企業用） ４－平成２３年経済セン

サスー活動調査第１次試験調査調査票４（事業所用） ５－平成２３年経済セン

サスー活動調査第１次試験調査調査票Ａ（農林漁業） ６－平成２３年経済セン

サスー活動調査第１次試験調査調査票Ｃ（鉱業、採石業、砂利採取業） ７－平

成２３年経済センサスー活動調査第１次試験調査調査票Ｄ１（建設業） ８－平

成２３年経済センサスー活動調査第１次試験調査調査票Ｄ２（建設業） ９－平

成２３年経済センサスー活動調査第１次試験調査調査票Ｄ３（建設業） １０－

平成２３年経済センサスー活動調査第１次試験調査調査票Ｇ１（情報通信業） 

１１－平成２３年経済センサスー活動調査第１次試験調査調査票Ｇ２（情報通信

業） １２－平成２３年経済センサスー活動調査第１次試験調査調査票Ｇ３（情

報通信業） １３－平成２３年経済センサスー活動調査第１次試験調査調査票Ｈ

１（運輸業、郵便業） １４－平成２３年経済センサスー活動調査第１次試験調

査調査票Ｈ２（運輸業・郵便業） １５－平成２３年経済センサスー活動調査第

１次試験調査調査票Ｉ（卸売業、小売業） １６－平成２３年経済センサスー活

動調査第１次試験調査調査票Ｊ１（金融業、保険業） １７－平成２３年経済セ

ンサスー活動調査第１次試験調査調査票Ｊ２（金融業、保険業） １８－平成２

３年経済センサスー活動調査第１次試験調査調査票Ｋ（不動産業、物品賃貸業） 

１９－平成２３年経済センサスー活動調査第１次試験調査調査票Ｌ（学術研究、

専門・技術サービス業） ２０－平成２３年経済センサスー活動調査第１次試験

調査調査票Ｍ（宿泊業、飲食サービス業） ２１－平成２３年経済センサスー活

動調査第１次試験調査調査票Ｎ（生活関連サービス業、娯楽業） ２２－平成２

３年経済センサスー活動調査第１次試験調査調査票Ｏ１（学校教育） ２３－平

成２３年経済センサスー活動調査第１次試験調査調査票Ｏ２（学校教育） ２４

－平成２３年経済センサスー活動調査第１次試験調査調査票Ｏ３（学習支援業） 

２５－平成２３年経済センサスー活動調査第１次試験調査調査票Ｐ（医療、福祉） 

２６－平成２３年経済センサスー活動調査第１次試験調査調査票Ｒ（サービス

業） ２７－平成２３年経済センサスー活動調査第１次試験調査アンケート 

【集計・公表】 （集計）中央集計／民間委託／機械集計 （公表） （表章） 

【経費】 ２５，０００千円 
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※ 

【調査票名】 １－平成２３年経済センサスー活動調査第１次試験調査調査票１ 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２７日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）０２７５０１ 調査票番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）総務省及び経済産業省が選定した企業 

（抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，８００／４，５００，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１月１６日現在 （系

統）総務省→民間事業者→企業 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０１月１６日～平成２１年０２

月１３日 

 【調査事項】 １．フェイス事項、２．事業所の開設時期、３．事業所の従業者数、４．売上

高、５．事業所の主な事業、６．経営組織、７．資本金等の額及び外国資本比率、

８．決算月、９．持株会社か否か、１０．電子商取引の有無、１１．法人全体の

常用雇用者数、１２．土地建物所有の有無、１３．支所等の有無等、１４．自家

用自動車所有の有無等、１５．営業費用等 

※ 

【調査票名】 ２－平成２３年経済センサスー活動調査第１次試験調査調査票２ 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２７日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）２７５０２ 調査票番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）総務省及び経済産業省が選定した企業 

（抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，８００／４，５００，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１月１６日現在 （系

統）総務省→民間調査機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０１月１６日～平成２１年０２

月１３日 

 【調査事項】 １．フェイス事項、２．事業所の開設時期、３．従業者数、４．売上高、５．

事業所の主な事業、６．経営組織、７．資本金等の額及び外国資本比率、８．決

算月、９．持株会社か否か、１０．電子商取引の有無、１１．法人全体の常用雇

用者数、１２．土地建物所有の有無、１３．支所等の有無等、１４．自家用自動

車所有の有無等、１５．営業費用等 

※ 

【調査票名】 ３－平成２３年経済センサスー活動調査第１次試験調査調査票３（企業用） 
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 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２７日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）２７５０３ 調査票番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）総務省及び経済産業省が選定した企業 

（抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，８００／４，５００，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１月１６日現在 （系

統）総務省→民間調査機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０１月１６日～平成２１年０２

月１３日 

 【調査事項】 １．フェイス事項、２．経営組織、３．資本金等の額及び外国資本比率、４．

決算月、５．持株会社か否か、６．電子商取引の有無、７．法人全体の常用雇用

者数、８．土地・建物所有の有無、９．支所等の有無、１０．自家用自動車所有

の有無等、１１．企業全体の売上高、１２．企業全体の営業費用等 

※ 

【調査票名】 ４－平成２３年経済センサスー活動調査第１次試験調査調査票４（事業所用） 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２７日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）２７５０４ 調査票番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）総務省及び経済産業省が選定した企業 

（抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，８００／４，５００，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１月１６日現在 （系

統）総務省→民間調査機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０１月１６日～平成２１年０２

月１３日 

 【調査事項】 １．フェイス事項、２．管理・補助的業務、３．事業所の開設時期、４．事業

所の従業者数、５．売上高、６．事業所の主な事業 

※ 

【調査票名】 ５－平成２３年経済センサスー活動調査第１次試験調査調査票Ａ（農林漁業） 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２７日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）２７５０５ 調査票番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）総務省及び経済産業省が選定した企業 

（抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，８００／４，５００，０００ （配布）郵
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送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１月１６日現在 （系

統）総務省→民間調査機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０１月１６日～平成２１年０２

月１３日 

 【調査事項】 １．事業別販売額、（１）農業（耕種農業・畜産農業・実験用・愛がん動物等・

農業サービス業・造園、植木業）、（２）林業（育林業・素材生産業・林業サービ

ス業・特用林産物・その他の林業（狩猟業等））、（３）漁業（海面漁業・内水面

漁業・養殖業（海面養殖業・内水面養殖業）） 

※ 

【調査票名】 ６－平成２３年経済センサスー活動調査第１次試験調査調査票Ｃ（鉱業、採石業、

砂利採取業） 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２７日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）２７５０６ 調査票番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）総務省及び経済産業省が選定した企業 

（抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，８００／４，５００，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１月１６日現在 （系

統）総務省→民間調査機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０１月１６日～平成２１年０２

月１３日 

 【調査事項】 １．品目別売上数量及び売上金額、２．原材料・燃料使用額等（品目名、金額） 

※ 

【調査票名】 ７－平成２３年経済センサスー活動調査第１次試験調査調査票Ｄ１（建設業） 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２７日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）２７５０７ 調査票番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）総務省及び経済産業省が選定した企業 

（抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，８００／４５，０００，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１月１６日現在 （系

統）総務省→民間調査機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０１月１６日～平成２１年０２

月１３日 

 【調査事項】 １．建設許可番号、２．有形固定資産、３．業態別工事種類、４．建設部門従

業者数、５．労務外注契約の従業者数、６．建設業の労務費、人件費、７．国内
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建設工事の年間受注高、８．国内建設工事の年間完成工事高 

※ 

【調査票名】 ８－平成２３年経済センサスー活動調査第１次試験調査調査票Ｄ２（建設業） 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２７日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）２７５０８ 調査票番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）総務省及び経済産業省が選定した企業 

（抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，８００／４，５００，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１月１６日現在 （系

統）総務省→民間調査機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０１月１６日～平成２１年０２

月１３日 

 【調査事項】 １．建設許可番号、２．有形固定資産、３．業態別工事種類、４．建設部門従

業者数、５．労務外注契約の従業者数、６．建設業の労務費、人件費、７．国内

建設工事の年間受注高、８．国内建設工事の年間完成工事高、９．施行都道府県

別完成工事高 

※ 

【調査票名】 ９－平成２３年経済センサスー活動調査第１次試験調査調査票Ｄ３（建設業） 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２７日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）２７５０９ 調査票番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）総務省及び経済産業省が選定した企業 

（抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，８００／４，５００，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１月１６日現在 （系

統）総務省→民間調査機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０１月１６日～平成２１年０２

月１３日 

 【調査事項】 １．フェイス事項、２．管理・補助的業務、３．事業所の開設時期、４．事業

所の従業者数、５．事業の種類 

※ 

【調査票名】 １０－平成２３年経済センサスー活動調査第１次試験調査調査票Ｇ１（情報通信

業） 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２７日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月３１日 
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 【調査票番号】 調査票番号（新）２７５１０ 調査票番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）総務省及び経済産業省が選定した企業 

（抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，８００／４，５００，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１月１６日現在 （系

統）総務省→民間調査機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０１月１６日～平成２１年０２

月１３日 

 【調査事項】 １．事業別年間売上高及び売上内訳、２．その他の営業費用、３．情報通信業

以外の事業収入、４．企業の情報通信業の年間売上高の取引相手先別割合 

※ 

【調査票名】 １１－平成２３年経済センサスー活動調査第１次試験調査調査票Ｇ２（情報通信

業） 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２７日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）２７５１１ 調査票番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）総務省及び経済産業省が選定した企業 

（抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，８００／４，５００，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１月１６日現在 （系

統）総務省→民間調査機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０１月１６日～平成２１年０２

月１３日 

 【調査事項】 １．フェイス事項、２．管理・補助的業務、３．事業所の開設時期、４．事業

所の従業者数、５．事業の種類 

※ 

【調査票名】 １２－平成２３年経済センサスー活動調査第１次試験調査調査票Ｇ３（情報通信

業） 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２７日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）２７５１２ 調査票番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）総務省及び経済産業省が選定した企業 

（抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，８００／４，５００，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１月１６日現在 （系

統）総務省→民間調査機関→報告者 
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 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０１月１６日～平成２１年０２

月１３日 

 【調査事項】 １．年間売上高及び売上内訳、２．事業所の情報通信業の年間売上高の取引相

手先別割合 

※ 

【調査票名】 １３－平成２３年経済センサスー活動調査第１次試験調査調査票Ｈ１（運輸業、

郵便業） 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２７日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）２７５１３ 調査票番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）総務省及び経済産業省が選定した企業 

（抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，８００／４，５００，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１月１６日現在 （系

統）総務省→民間調査機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０１月１６日～平成２１年０２

月１３日 

 【調査事項】 １．事業別営業収益（鉄道業・水運業・道路旅客運送業道路貨物運送業・航空

運送業・航空機使用業（航空運送業を除く）・郵便業・倉庫業・その他の運輸に

付帯するサービス業） 

※ 

【調査票名】 １４－平成２３年経済センサスー活動調査第１次試験調査調査票Ｈ２（運輸業・

郵便業） 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２７日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）２７５１４ 調査票番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）総務省及び経済産業省が選定した企業 

（抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，８００／４，５００，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１月１６日現在 （系

統）総務省→民間調査機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０１月１６日～平成２１年０２

月１３日 

 【調査事項】 １．フェイス事項、２．管理・補助的業務、３．事業所の開設時期、４．事業

所の従業者数、５．事業の種類 

※ 
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【調査票名】 １５－平成２３年経済センサスー活動調査第１次試験調査調査票Ｉ（卸売業、小

売業） 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２７日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）２７５１５ 調査票番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）総務省及び経済産業省が選定した企業 

（抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，８００／４，５００，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１月１６日現在 （系

統）総務省→民間調査機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０１月１６日～平成２１年０２

月１３日 

 【調査事項】 １．年間商品販売額（卸売販売額合計及び内訳）、２．商品手持額、３．「パー

ト・アルバイトなど」の８時間換算雇用者数、４．年間販売額のうち小売販売額

の商品販売形態別割合、５．セルフサービス方式採用の有無、６．売場面積、７．

店舗携帯、８．営業時間等 

※ 

【調査票名】 １６－平成２３年経済センサスー活動調査第１次試験調査調査票Ｊ１（金融業、

保険業） 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２７日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）２７５１６ 調査票番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）総務省及び経済産業省が選定した企業 

（抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，８００／４，５００，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１月１６日現在 （系

統）総務省→民間調査機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０１月１６日～平成２１年０２

月１３日 

 【調査事項】 １．事業の種類及び損益、（１）銀行業、（２）貸金業、クレジットカード等非

預金信用機関、（３）生命保険業、損害保険業、（４）金融商品取引業、商品先物

取引業、その他の保険業、２．費用 

※ 

【調査票名】 １７－平成２３年経済センサスー活動調査第１次試験調査調査票Ｊ２（金融業、

保険業） 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２７日 
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 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）２７５１７ 調査票番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）総務省及び経済産業省が選定した企業 

（抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，８００／４，５００，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１月１６日現在 （系

統）総務省→民間調査機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０１月１６日～平成２１年０２

月１３日 

 【調査事項】 １．フェイス事項、２．管理・補助的業務、３．事業所の開設時期、４．事業

所の従業者数、５．事業の種類 

※ 

【調査票名】 １８－平成２３年経済センサスー活動調査第１次試験調査調査票Ｋ（不動産業、

物品賃貸業） 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２７日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）２７５１８ 調査票番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）総務省及び経済産業省が選定した企業 

（抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，８００／４，５００，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１月１６日現在 （系

統）総務省→民間調査機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０１月１６日～平成２１年０２

月１３日 

 【調査事項】 １．「不動産業、物品賃貸業」の売上高及びリース契約高、２．リースの年間

契約件数、３．リース投資資産取得額、４．「不動産業、物品賃貸業」の売上高

及びリース契約高の授業別内訳、５．事業所のレンタル年間売上高及びリース年

間契約高の取引相手（契約）先別割合 

※ 

【調査票名】 １９－平成２３年経済センサスー活動調査第１次試験調査調査票Ｌ（学術研究、

専門・技術サービス業） 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２７日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）２７５１９ 調査票番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）総務省及び経済産業省が選定した企業 

（抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿 
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 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，８００／４，５００，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１月１６日現在 （系

統）総務省→民間調査機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０１月１６日～平成２１年０２

月１３日 

 【調査事項】 １．学術研究の事業種類、２．（１）「専門・技術サービス業」における事業種

類別年間売上高（技術サービス業・広告業・専門サービス業）、（２）「デザイン

業」「広告業」「計量証明業」の年間売上高の区分別割合、３．「専門・技術サー

ビス業」年間売上高の取引相手別割合 

※ 

【調査票名】 ２０－平成２３年経済センサスー活動調査第１次試験調査調査票Ｍ（宿泊業、飲

食サービス業） 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２７日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）２７５２０ 調査票番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）総務省及び経済産業省が選定した企業 

（抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，８００／４，５００，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１月１６日 （系統）総務省→民間調

査機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０１月１６日～平成２１年０２

月１３日 

 【調査事項】 １．飲食サービス業、（１）事業の種類（飲食店・持ち帰り飲食サービス業・

配達飲食サービス業）、２．パート・アルバイトなどの８時間換算雇用者数、２．宿泊業（１）

宿泊施設形態、（２）施設の規模、（３）附帯事業の有無等 

※ 

【調査票名】 ２１－平成２３年経済センサスー活動調査第１次試験調査調査票Ｎ（生活関連サ

ービス業、娯楽業） 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２７日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）２７５２１ 調査票番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）総務省及び経済産業省が選定した企業 

（抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，８００／４，５００，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１月１６日現在 （系

統）総務省→民間調査機関→報告者 
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 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０１月１６日～平成２１年０２

月１３日 

 【調査事項】 １．年間売上高の事業内訳（生活関連サービス業・娯楽業（娯楽施設提供業））、

２．施設規模、設備保有状況 

※ 

【調査票名】 ２２－平成２３年経済センサスー活動調査第１次試験調査調査票Ｏ１（学校教育） 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２７日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）２７５２２ 調査票番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）総務省及び経済産業省が選定した企業 

（抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，８００／４，５００，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１月１６日現在 （系

統）総務省→民間調査機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０１月１６日～平成２１年０２

月１３日 

 【調査事項】 １．学校等種別、２．「従事者」の換算数、３．収入額及び支出額 

※ 

【調査票名】 ２３－平成２３年経済センサスー活動調査第１次試験調査調査票Ｏ２（学校教育） 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２７日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）２７５２３ 調査票番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）総務省及び経済産業省が選定した企業 

（抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，８００／４，５００，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１月１６日現在 （系

統）総務省→民間調査機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０１月１６日～平成２１年０２

月１３日 

 【調査事項】 １．フェイス事項、２．管理・補助的業務、３．事業所の開設時期、４．事業

所の従業者数、５．事業所の主な事業 

※ 

【調査票名】 ２４－平成２３年経済センサスー活動調査第１次試験調査調査票Ｏ３（学習支援

業） 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２７日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月３１日 
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 【調査票番号】 調査票番号（新）２７５２４ 調査票番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）総務省及び経済産業省が選定した企業 

（抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，８００／４，５００，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１月１６日現在 （系

統）総務省→民間調査機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０１月１６日～平成２１年０２

月１３日 

 【調査事項】 １．学校教育施設、（１）施設種別、（２）収入額、（３）支出額、２．その他

の学習支援業、（１）事業の種類、（２）収入額 

※ 

【調査票名】 ２５－平成２３年経済センサスー活動調査第１次試験調査調査票Ｐ（医療、福祉） 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２７日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）２７５２５ 調査票番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）総務省及び経済産業省が選定した企業 

（抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，８００／４，５００，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１月１６日現在 （系

統）総務省→民間調査機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０１月１６日～平成２１年０２

月１３日 

 【調査事項】 １．年間収入額の事業内訳、（病院・一般診療所・しか診療所・療術業・（助産・

看護業）・医療に附帯するサービス業・健康相談施設・その他の保健衛生・社会

保険事業団体・児童福祉事業・（老人福祉・介護事業）・障害福祉事業・（その他

の社会保険・社会福祉・介護事業））、２．医業収入、３．「従事者」の換算数 

※ 

【調査票名】 ２６－平成２３年経済センサスー活動調査第１次試験調査調査票Ｒ（サービス業） 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２７日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）２７５２６ 調査票番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）総務省及び経済産業省が選定した企業 

（抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，８００／４，５００，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１月１６日現在 （系

統）総務省→民間調査機関→報告者 



 - 48 -

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０１月１６日～平成２１年０２

月１３日 

 【調査事項】 １．年間売上高の事業内訳、２．年間売上高の取引相手先別割合 

※ 

【調査票名】 ２７－平成２３年経済センサスー活動調査第１次試験調査アンケート 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２７日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）２７５２７ 調査票番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）総務省及び経済産業省が選定した企業 

（抽出枠） 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，８００／４，５００，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１月１６日現在 （系

統）総務省→民間調査機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０１月１６日～平成２１年０２

月１３日 

 【調査事項】 １．調査事項について、（１）従業者数について、（２）売上高、営業費用等に

ついて、２．調査票のウラ面（産業別調査票）について、（１）回答作成日数に

ついて、（２）年間売上高の取引相手先別割合について、（３）回答困難な設問に

ついて、（４）調査票の記入について、（５）調査票のレイアウトなどについて、

（６）「記入のしかた」などの説明資料について 
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【調査名】 平成２０年通信利用動向調査 

【実施機関】 総務省情報通信国際戦略局情報通信政策課情報通信経済室 

【目 的】 利用者の視点で電気通信，放送等のサービス利用の諸実態とその動きを調査し，情

報通信行政の施策の策定及び評価のための基礎資料を得る。 

【沿 革】 本調査は，平成２年に開始され，世帯及び事業所を対象に調査していたが，平成９

年調査からは，平成５年に開始された通信ネットワーク調査を統合して実施している。 

【調査の構成】 １－平成２０年通信利用動向調査調査票（企業用） ２－平成２０年通信利用

動向調査調査票（世帯用） 

【集計・公表】 （集計）中央集計／民間委託／機械集計 （公表）「調査結果報告書」及びイ

ンターネット（平成２１年３月頃） （表章）全国 

【経費】 １９，５４４千円 

※ 

【調査票名】 １－平成２０年通信利用動向調査調査票（企業用） 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２４日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）０２７５２９ 調査票番号（旧）０２７０８５ 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類大分類の農業，林業，

漁業、鉱業、採石業、砂利採取業及び公務除く産業に属する常用雇用者規模１０

０人以上の企業 （抽出枠）事業所・企業データベース母集団情報 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，８７０／４２，４２２ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２０年１２月 （系統）総務省（情報

通信国際戦略局）→民間調査機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１月中旬 

 【調査事項】 １通信網の構築・利用状況、２．電子商取引の状況、３．テレワークの導入状

況・目的・効果、４．従業員へのＩＣＴ（ＩＴ）教育の状況、５．情報通信ネッ

トワークの安全対策、６．企業属性（資本金、年間売上高、営業利益、人件費、

従業者数） 

※ 

【調査票名】 ２－平成２０年通信利用動向調査調査票（世帯用） 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２４日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０３月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）２７５２８ 調査票番号（旧）０２７０８４ 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）平成２０年４月１日現在で満年齢２０

歳以上の筆頭世帯員がいる世帯 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，２５６／４８，６１４，０２６ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２０年１２月 （系統）総
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務省（情報通信国際戦略局）→民間調査機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１月中旬 

 【調査事項】 １．世帯全体用，（１）情報通信関連機器の保有状況，利用状況，（２）インタ

ーネットの利用状況（概況），（３）インターネット利用における被害状況，（４）

インターネット利用におけるセキュリティ対策状況，（５）フィルタリングソフ

ト等の認知状況・利用状況，（６）インターネット利用上の不安，（７）インター

ネットを利用しない理由等，（８）地上デジタル放送の視聴・受信状況、（９）世

帯の構成（世帯員数，世帯全体の年収、住居の種類）、２．世帯構成員用，（１）

世帯員の性別・年齢，（２）情報通信機器の利用状況，（３）インターネットの利

用状況，（４）公衆無線ＬＡＮサービスの利用状況，（５）オンラインショッピン

グの利用状況，（６）有料デジタルコンテンツを購入状況，（７）電子マネーの保

有状況， 
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【調査名】 消費生活協同組合（連合会）実態調査 

【実施機関】 厚生労働省社会・援護局地域福祉課消費生活協同組合業務室 

【目 的】 消費生活協同組合及び消費生活協同組合連合会に関する事業の状況，財務の状況等

の基本的事項を的確に把握し，施策の有効性評価及び今後の推進の資料とする。 

【沿 革】 本調査は，昭和３２年から実施されている。 

【調査の構成】 １－消費生活協同組合（連合会）実態調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計／民間委託／機械集計 （公表）集計結果の公表（３月目途） 

（表章）全国 

【経費】 ６，０５８千円 

※ 

【調査票名】 １－消費生活協同組合（連合会）実態調査票 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２４日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０４月３０日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）０２７５３０ 調査票番号（旧）０２６５６７ 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）協同組合 （属性）消費生活協同組合及び消費生活協

同組合連合会 （抽出枠） 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，１００ （配布）郵送・オンライン （取集）

郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成１９年４月１日の属する事業

年度 （系統）厚生労働省→各厚生労働大臣所管組合，厚生労働省→各地方厚生

局→各地方厚生局所管組合，厚生労働省→各都道府県→各都道府県知事認可組合 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１２月末日 

 【調査事項】 １．組合の属性に関する事項，（１）名称，（２）設立登記年月日，（３）主た

る事務所の所在地，（４）組合員・職員等の数，（５）組合の種類，（６）活動・

休止の別，（７）出資金１口の金額，２．事業の状況に関する事項，（８）事業種

類，（９）売り場面積，店舗数，取扱い品目事業高等の供給事業の状況，（１０）

飲食事業，住宅土地事業，医療事業，介護事業等の利用事業の状況，（１１）福

祉事業及び活動の内容，（１２）医療関係施設数・病床数，医師数等，（１３）組

合員以外の利用を許可している品目，（１４）共済事業名，契約件数，契約高，

給付件数等共済事業の状況，（１５）会社名，事業内容，資本金等子会社の状況，

３．財務の状況に関する事項，（１６）負債及び資本の状況，（１７）余剰金処分

（欠損金処理）の状況 
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【調査名】 国民年金被保険者実態調査 

【実施機関】 社会保険庁運営部企画課数理調査室 

【目 的】 国民年金第１号被保険者について，保険料の納付状況ごとに，その実態を明らかに

し，被保険者の収入，被保険者の国民年金に対する意識，保険料未納の理由など今後

の国民年金事業運営に必要な資料を得る。 

【調査の構成】 １－国民年金被保険者実態調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計／民間委託／機械集計 （公表）「調査結果報告書」（平成２

１年度以降） （表章）全国 

【経費】 ６２，０２５千円 

※ 

【調査票名】 １－国民年金被保険者実態調査票 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２４日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０２月２８日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）０２７５３１ 調査票番号（旧）０２６２６６ 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人及び世帯 （属性）平成２０年３月末現在の国民

年金第１号被保険者及びその属する世帯 （抽出枠）国民年金現存被保険者ファ

イル 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６０，０００／１８，０００，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）社会

保険庁→報告者 

 【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２０年１２月 

 【調査事項】 １．就業及び就学の状況，２．世帯の状況（消費支出額，生命保険支出額等），

３．国民年金に関する納付状況，４．国民年金に関する意識 
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【調査名】 自動車輸送統計予備調査 

【実施機関】 国土交通省総合政策局情報政策本部情報安全・調査課交通統計室 

【目 的】 現在実施している自動車輸送統計調査（指定統計第９９号）を作成するための資料

を得る 

【沿 革】 国土交通省が、自動車輸送統計調査（指定統計第９９号を作成するための調査）の

調査事項等の見直しを行うため、実施するものである。 

【調査の構成】 １－自動車輸送統計予備調査事業所票（第一号様式） ２－自動車輸送統計予

備調査自動車票（第二号様式） 

【集計・公表】 （集計）中央集計／民間委託／機械集計 （公表）公表しない （表章）都道

府県 

【経費】 １２，９９９千円 

※ 

【調査票名】 １－自動車輸送統計予備調査事業所票（第一号様式） 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月３０日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２０年１２月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）０２７５３２ 調査票番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）中部運輸局管内（福井県、岐阜県、静岡県、愛知県及び三重県） （単

位）貨物輸送事業者 （属性）貨物自動車運送事業者 （抽出枠）貨物自動車運

送事業者台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８００／１５，９７３ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２０年１１月１日～１１月３０日 （系

統）国土交通省総合政策局情報管理部情報安全・調査課交通統計室→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）１ヵ月間 

 【調査事項】 １．フェイス事項、２．事業所の保有車両数（普通車・小型車・特殊用途車及

び軽自動車毎の調査開始日現在の保有車両数、１ケ月目の延実在日車、１ケ月間

の延実働日車）、３．事業所の輸送量の合計（１ケ月間の普通車・小型車・特殊

用途車及び軽自動車毎の走行距離、実車距離、輸送トン数）、４．事業所の品目

別輸送量（１ケ月間に輸送した上位１０品目コード及びその品目毎の輸送トン数

並びに１１位以下の総輸送トン数）、５．車両の選定（普通車・小型車・特殊用

途車及び軽自動車毎の分類番号、平仮名、車両番号、最大積載量、走行距離、実

写距離、輸送トン数、主な用途（走行距離及び輸送トン数については１ケ月分の

合計） 

※ 

【調査票名】 ２－自動車輸送統計予備調査自動車票（第二号様式） 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月３０日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２０年１２月３１日 
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 【調査票番号】 調査票番号（新）２７５３３ 調査票番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）中部運輸局管内（福井県、岐阜県、静岡県、愛知県及び三重県） （単

位）貨物自動車運送事業者 （属性）貨物自動車運送事業者 （抽出枠）貨物自

動車運送事業者台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８００／１５，９７３ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２０年１１月の７日間 （系統）国土

交通省総合政策局情報管理部情報安全・調査課交通統計室→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１１月３０日 

 【調査事項】 １．事業所票（第一号様式）に記入した車両（普通車・小型車・特殊車・軽自

動車）のうち上位２台について（１）自動車登録番号（軽自動車は車両番号）、

（２）調査期間中の走行距離、（３）休車日数、（４）輸送区間、（５）走行距離、

（６）輸送貨物の品名コード、（７）輸送貨物の重量、（８）輸送回数 
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【調査名】 通信・放送産業基本調査 

【実施機関】 総務省情報通信国際戦略局情報通信政策課情報通信経済室 

【目 的】 情報通信産業を構成する通信業、放送業及びインターネット附随サービス業におけ

る企業活動の実態と動向を把握し、情報通信産業の経済効果等の分析を行うとともに、

情報通信白書、ホームページ等で情報公開し、今後の情報通信産業に関する諸施策を

検討をする際の基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－通信・放送産業基本調査調査票電気通信事業用 ２－通信・放送産業基本

調査調査票放送事業用 ３－通信・放送産業基本調査調査票優先テレビジョン放

送事業用 ４－通信・放送産業基本調査調査票インターネット附随サービス業 

【集計・公表】 （集計）中央集計／民間委託／機械集計 （公表）「調査結果報告書」の刊行

及びインターネットで公表（平成２１年３月頃） （表章）全国 

【経費】 ６，８４５千円 

※ 

【調査票名】 １－通信・放送産業基本調査調査票電気通信事業用 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月３０日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０４月１７日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）０２７５３４ 調査票番号（旧）０２７１６１ 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）電気通信事業（登録事業者及び届出事

業者（資本金３０００万円以上の企業） （抽出枠）電気通信事業者名簿 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９２０／１４，３００ （配布）郵送・オンライン 

（取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２０年４月１日～平

成２１年３月３１日又は直近の決算日までの１年間 （系統）総務省（情報通信

国際戦略局）→民間調査機関→報告者→総合通信局 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２１年０１月 

 【調査事項】 １．企業の概要，２．財務の状況（資産・負債及び純資産，資金調達・運用状

況，売上高及び費用等，売上高の内訳，費用の内訳，支払リース料，研究開発費

用等）３．設備投資状況，４．雇用状況，５．今後の事業運営 

※ 

【調査票名】 ２－通信・放送産業基本調査調査票放送事業用 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月３０日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０４月１７日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）０２７５３５ 調査票番号（旧）０２７１６２ 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）放送事業 （抽出枠）放送事業者名簿 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５００／５００ （配布）郵送・オンライン （取

集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２０年４月１日～平成２

１年３月３１日または直近の決算日から１年間 （系統）総務省（情報通信国際
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戦略局）→民間調査機関→報告者→総合通信局 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２１年０１月 

 【調査事項】 １．企業の概要，２．財務の状況（資産・負債及び純資産，資金調達・運用状

況，売上高及び費用等，売上高の内訳，費用の内訳，支払リース料，研究開発費

用等）３．設備投資状況，４．雇用状況，５．今後の事業運営 

※ 

【調査票名】 ３－通信・放送産業基本調査調査票優先テレビジョン放送事業用 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月３０日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０４月１７日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）０２７５３６ 調査票番号（旧）０２７１６３ 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）有線テレビジョン放送事業（自主放送

を行う有線テレビジョン放送事業者のうち，引込端子数１万端子以上の株式会社

に限る） （抽出枠）有線テレビジョン放送事業者名簿 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２７０／６９０ （配布）郵送・オンライン （取

集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２０年４月１日～平成２

１年３月３１日または直近の決算日から１年間 （系統）総務省（情報通信政策

局）→民間調査機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２１年０１月 

 【調査事項】 １．企業の概要，２．財務の状況（資産・負債及び純資産，資金調達・運用状

況，売上高及び費用等，売上高の内訳，費用の内訳，支払リース料，研究開発費

用等）３．設備投資状況，４．雇用状況，５．今後の事業運営 

※ 

【調査票名】 ４－通信・放送産業基本調査調査票インターネット附随サービス業 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月３０日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０４月１７日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）０２７５３７ 調査票番号（旧）０２７１６４ 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）インターネット附随サービス業（資本

金３０００万円以上） （抽出枠）インターネット附随サービス事業者名簿及び

事業所・企業統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６００／２，４２０ （配布）郵送・オンライン （取

集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２０年４月１日～平成２

１年３月３１日または直近の決算日から１年間 （系統）総務省（情報通信国際

戦略局）→民間調査機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２１年０１月 

 【調査事項】 １．企業の概要，２．財務の状況（資産・負債及び純資産，資金調達・運用状

況，売上高及び費用等，売上高の内訳，費用の内訳，支払リース料，研究開発費
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用等）３．設備投資状況，４．雇用状況，５．今後の事業運営 
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【調査名】 大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職内定

状況等調査 

【実施機関】 文部科学省高等教育局学生支援課、厚生労働省職業安定局若年者雇用対策室 

【目 的】 毎年３月に大学，短期大学，高等専門学校及び専修学校を卒業する予定の学生・生

徒について，就職内定状況等を把握し，就職問題に適切に対処するための参考資料を

得る。 

【調査の構成】 １－大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職内定状況等

調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計／機械集計 （公表）ホームページにて公表（平成２０年１

１月中旬，平成２１年１月中旬，３月中旬，５月中旬） （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職内定状況等調

査票 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２９日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年０５月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）０２７５３８ 調査票番号（旧）０２７０８０ 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）国公私立大学，短期大学，高等専門学

校，専修学校 （抽出枠）全国学校総覧 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１１２／４，２００ （配布）郵送・オンライ

ン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）１０月１日現在，１

２月１日現在，２月１日現在，４月１日現在 （系統）文部科学省→国公私立大

学，短期大学，高等専門学校及び専門学校（専修学校専門課程） 

 【周期・期日】 （周期）年（４回） （実施期日）平成２０年１１月０４日 平成２０年１

２月１５日 平成２１年０２月１３日 平成２１年０４月１５日 

 【調査事項】 １．調査対象校における調査対象母集団数総数，２．調査対象校における本調

査の調査対象者数（標本数），３．調査対象者の進路希望，４．就職希望者の在

学校における専攻内容，５．就職希望者が，企業等により内定を受けた時期 
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【調査名】 建設業活動実態調査 

【実施機関】 国土交通省総合政策局情報政策本部情報安全・調査課建設統計室 

【目 的】 大手建設業の活動は，多角化・国際化等しており，従来の統計では建設業の多角的

な活動の実態を把握できないため、大手建設業者について多角化等の活動の実態調査

を実施し、建設行政施策の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－建設業活動実態調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計／機械集計 （公表）「調査結果報告書」調査実施翌年の３

月公表、ＨＰ掲載 （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－建設業活動実態調査票 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２９日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２２年０２月２６日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）０２７５３９ 調査票番号（旧）０２６９１７ 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）建設業許可業者のうち資本金１億円以

上で、かつ、調査開始時の完成工事上位５５社 （抽出枠）建設工事施行統計調

査対象者名簿 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５５／６，１５０ （配布）郵送 （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）直近事業年度の１年間 （系統）国

土交通省→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１１月０１日～１１月３０日 

 【調査事項】 １．調査対象企業，（会社名，記入者名，所属等），２．人員の状況（子会社、

関連会社を除く），（１）期末の職種別常時従業者数及び派遣従業者数，（２）期

末の業務部門別常時従業者数，３．多角化の状況（子会社、関連会社を除く），

（１）直近１年間の事業別国内売上高，（２）直近１年間の設備投資の状況，４．

国際化の状況，（１）直近１年間の海外建設事業の有無（海外法人を含む），（２）

直近１年間の海外建設事業の契約金額（海外法人を含む），（３）直近１年間の海

外建設事業のプロジェクト別契約金額（海外法人を含む），（４）直近１年間の海

外建設事業の活動状況（海外法人を含む），（５）海外建設市場の状況（海外法人

を含む），（６）直近１年間の資機材等の輸入の状況（子会社、関連会社による輸

入は除く），５．技術開発等の状況（子会社、関連会社を除く），（１）工業所有

権の自己開発所有件数，年間出願状況，年間取引件数，（２）直近１年間の環境

保全への取り組み，６．産業分類別の子会社及び関連会社の状況 
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【調査名】 第８回２１世紀出生児縦断調査 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部社会統計課 

【目 的】 ２１世紀の初年に出生した子の実態及び経年変化の状況を継続的に観察することに

より，少子化対策等厚生労働行政施策の企画立案，実施等のための基礎資料を得る。 

【沿 革】 本調査は平成１３年から実施。 

【調査の構成】 １－第８回２１世紀出生児縦断調査調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計／機械集計 （公表）「調査結果報告書」（平成２２年６月） 

（表章）全国 

【経費】 ４３，０８６千円 

※ 

【調査票名】 １－第８回２１世紀出生児縦断調査調査票 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月０７日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２１年１０月３１日 

 【調査票番号】 調査票番号（新）２７４８１ 調査票番号（旧）０２７０３３ 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）２００１年１月１０日から１７日の間

及び７月１０日から１７日の間に出生した子 （抽出枠）人口動態調査出生票 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４１，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）１月出生児：平成２１年１月１８日現在，７月出生児：平

成２１年７月１８日現在 （系統）厚生労働省→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１月出生児：２月１０日，７月出生児：８月１０

日 

 【調査事項】 １．家族構成，２．学校生活のようす，３．放課後のようす，４．起床・就寝

時間，５．食事のようす，６．負担や悩み，７．父母の就業状況等 
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４ 届 出 統 計 調 査 の 受 理 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：「報告様式名」欄について 
 

  報告様式が２以上ある場合には、報告様式名の頭 
 

 に数字を付し、調査内容の説明の簡略化を図った。 
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(1)  新規 

【調査名】 関西・大阪における組込みシステム産業に関する調査 

【実施機関】 大阪府立産業開発研究所 

【目 的】 関西・大阪における組込みシステム産業の実態を明らかにすることにより、大阪府

及び組込みソフト産業推進会議で検討中の、組込みシステム産業振興策への基礎資料

を得る。 

【調査の構成】 １－組込みシステムに関する調査（組込み機器メーカー向け） ２－組込みシ

ステムに関する調査（電子部品・デバイス製造業向け） ３－組込みシステムに

関する調査（ソフトウェア業向け） 

【集計・公表】 （集計）地方集計／民間委託／機械集計 （公表）「調査結果報告書」平成２

１年４月 （表章）都道府県 

【経費】 ６０２千円 

※ 

【調査票名】 １－組込みシステムに関する調査（組込み機器メーカー向け） 

【受理年月日】 平成２０年１０月０２日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０５０ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）大阪府、社団法人関西経済連合会の所管する他の関西全域（京都府、

兵庫県、滋賀県、奈良県、和歌山県、福井県、三重県、徳島県の２府７県） （単

位）事業所 （属性）対象地域の組込みシステム産業に関連する川下産業（最終

製品を生産する製造業）及び川中産業（電子部品・デバイス製造業）、川上産業

（ソフトウェア業） （抽出枠）総務省「事業所・企業統計調査」、経済産業省

「特定サービス産業実態調査」 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５，１２２／２６，７４５ （配布）郵送 （取

集）郵送・ファクシミリ （記入）自計 （把握時）平成２０年１０月 （系統）

大阪府→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１１月１５日 

 【調査事項】 １．事業概要、２．最終製品開発・生産、３．組込みソフトウェア開発、４．

組込みソフトウェア外注状況、５．組込みソフトウェア開発人材、６．組込みシ

ステム業務への参入意向、７．公的支援施策、８．フェイス事項 

※ 

【調査票名】 ２－組込みシステムに関する調査（電子部品・デバイス製造業向け） 

【受理年月日】 平成２０年１０月０２日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０５０ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）大阪府、社団法人関西経済連合会の所管する他の関西全域（京都府、

兵庫県、滋賀県、奈良県、和歌山県、福井県、三重県、徳島県の２府７県） （単

位）事業所 （属性）対象地域の組込みシステム産業に関連する川下産業（最終
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製品を生産する製造業）及び川中産業（電子部品・デバイス製造業）、川上産業

（ソフトウェア業） （抽出枠）総務省「事業所・企業統計調査」、経済産業省

「特定サービス産業実態調査」 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５，１２２／２６，７４５ （配布）郵送 （取

集）郵送・ファクシミリ （記入）自計 （把握時）平成２０年１０月 （系統）

大阪府→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１１月１５日 

 【調査事項】 １．事業概要、２．電子部品・デバイス開発・生産、３．組込みソフトウェア

開発、４．組込みソフトウェア外注状況、５．組込みソフトウェア開発人材、６．

組込みシステム業務への参入意向、７．公的支援施策、８．フェイス事項 

※ 

【調査票名】 ３－組込みシステムに関する調査（ソフトウェア業向け） 

【受理年月日】 平成２０年１０月０２日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０５０ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）大阪府、社団法人関西経済連合会の所管する他の関西全域（京都府、

兵庫県、滋賀県、奈良県、和歌山県、福井県、三重県、徳島県の２府７県） （単

位）事業所 （属性）対象地域の組込みシステム産業に関連する川下産業（最終

製品を生産する製造業）及び川中産業（電子部品・デバイス製造業）、川上産業

（ソフトウェア業） （抽出枠）総務省「事業所・企業統計調査」、経済産業省

「特定サービス産業実態調査」 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５，１２２／２６，７４５ （配布）郵送 （取

集）郵送・ファクシミリ （記入）自計 （把握時）平成２０年１０月 （系統）

大阪府→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）昭和２０年１１月１５日 

 【調査事項】 １．事業概要、２．組込みソフトウェア開発、３．組込みソフトウェア受注状

況、４．組込みソフトウェア外注状況、５．組込みソフトウェア開発人材、６．

組込みシステム業務への参入意向、７．公的支援施策、８．フェイス事項 
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【調査名】 労働関係総合実態調査（賃金等実態調査） 

【実施機関】 山口県商工労働部労働政策課 

【目 的】 県内の民間事業所における賃金及び年次有給休暇の付与・取得状況等の実態を総合

的に把握し，今後の行政施策遂行のための基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－事業所票 ２－個人票 ３－年休票 

【集計・公表】 （集計）地方集計／機械集計 （公表）「調査結果報告書」（平成２１年３月） 

（表章）都道府県 

【経費】 ２５５千円 

※ 

【調査票名】 １－事業所票 

【受理年月日】 平成２０年１０月０６日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０５１ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）山口県下全域 （単位）事業所 （属性）常用雇用する労働者の数が

５人以上の民営事業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／２６，１００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２０年９月３０日現在 （系統）山口

県→報告者 

 【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２０年１２月１２日 

 【調査事項】 １．常用労働者（パートタイム労働者を除く）の給与の総支給額等，２．新規

学卒者の初任給，３．パートタイム労働者の賃金等 

※ 

【調査票名】 ２－個人票 

【受理年月日】 平成２０年１０月０６日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０５１ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）山口県下全域 （単位）事業所 （属性）常用雇用する労働者の数が

５人以上の民営事業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／２６，１００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２０年９月３０日現在 （系統）山口

県→報告者 

 【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２０年１２月１２日 

 【調査事項】 １．性別，２．年齢（満），３．最終学歴，４．勤続年数，５．経験年数（他

事業所等での経験も含む），６．労働者の種類，７．所定内給与額，８．平成１

９年の年間賞与額，その他の特別給与額 

※ 

【調査票名】 ３－年休票 

【受理年月日】 平成２０年１０月０６日 
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【受理番号】 受理番号（新）１０８０５１ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）山口県下全域 （単位）事業所 （属性）常用雇用する労働者の数が

５人以上の民営事業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／２６，１００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２０年９月３０日 （系統）山口県→

報告者 

 【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２０年１２月１２日 

 【調査事項】 １．最近一年間に年休取得資格を有した労働者数，２．１の労働者に付与した

年休の１年間の延べ付与日数，３．１の労働者が取得した年休の１年間の延べ取

得日数 
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【調査名】 障害者福祉計画・障害福祉計画改定のための市民意向調査 

【実施機関】 姫路市健康福祉局保健福祉推進室 

【目 的】 平成１７年３月に策定した「姫路市障害者福祉計画」及び平成１９年３月に策定し

た「姫路市障害福祉計画」について，平成２０年度末・２１年度末でそれぞれ計画期

間の前期が経過し，社会情勢や財政状況の変化に対応した計画とする必要があり，ま

た，平成１８年度に障害者自立支援法が施行され，障害者福祉を取り巻く環境が変化

しているため，計画の中間見直しを行う必要があり、そのための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－身体障害者用調査票 ２－身体障害児用調査票 ３－知的障害者用調査票 

４－知的障害児用調査票 ５－施設入所者用調査票 ６－精神障害者（通院・通

所）用調査票 ７－精神障害者（入院）用調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計／民間委託／機械集計 （公表）調査結果の概要，「調査結

果報告書」（平成２１年４月目途） （表章）市区町村 

【経費】 １，０００千円 

※ 

【調査票名】 １－身体障害者用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月０７日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０５２ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）姫路市内全域 （単位）個人 （属性）身体障害者（身体障害者・知

的障害者施設の入所者を除く） （抽出枠）福祉総合システムにおける障害者手

帳所持者台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，３００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２０年１０月１日現在 （系統）姫路市→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１０月１５日～３１日 

 【調査事項】 １．本人及び世帯の状況，２．介助の状況，３．障害者自立支援制度の利用状

況，４．将来の暮らし 

※ 

【調査票名】 ２－身体障害児用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月０７日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０５２ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）姫路市内全域 （単位）個人 （属性）身体障害児（身体障害者・知

的障害者施設の入所者を除く） （抽出枠）福祉総合システムにおける障害者手

帳所持者台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２０年１０月１日現在 （系統）姫路市→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１０月１５日～３１日 

 【調査事項】 １．本人及び世帯の状況，２．介助の状況，３．障害者自立支援制度の利用状
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況，４．将来の暮らし 

※ 

【調査票名】 ３－知的障害者用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月０７日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０５２ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）姫路市内全域 （単位）個人 （属性）知的障害者（身体障害者・知

的障害者施設の入所者を除く） （抽出枠）福祉総合システムにおける障害者手

帳所持者台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２０年１０月１日現在 （系統）姫路市→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１０月１５日～３１日 

 【調査事項】 １．本人及び世帯の状況，２．介助の状況，３．障害者自立支援制度の利用状

況，４．将来の暮らし 

※ 

【調査票名】 ４－知的障害児用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月０７日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０５２ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）姫路市内全域 （単位）個人 （属性）知的障害児（身体障害者・知

的障害者施設の入所者を除く） （抽出枠）福祉総合システムにおける障害者手

帳所持者台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２０年１０月１日現在 （系統）姫路市→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１０月１５日～３１日 

 【調査事項】 １．本人及び世帯の状況，２．介助の状況，３．障害者自立支援制度の利用状

況，４．将来の暮らし 

※ 

【調査票名】 ５－施設入所者用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月０７日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０５２ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）姫路市内全域 （単位）個人 （属性）身体障害者・知的障害者施設

の入所者 （抽出枠）福祉総合システムにおける障害者手帳所持者台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２０年１０月１日現在 （系統）姫路市→施設→報告

者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１０月１５日～３１日 

 【調査事項】 １．本人及び入所前の世帯の状況，２．退所後の生活 
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※ 

【調査票名】 ６－精神障害者（通院・通所）用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月０７日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０５２ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）姫路市内全域 （単位）個人 （属性）精神病院・診療所に通院又は

デイケア，作業所等に通所している精神障害者 （抽出枠）福祉総合システムに

おける障害者手帳所持者台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２０年１０月１日現在 （系統）姫路市→施設→報告

者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１０月１５日～３１日 

 【調査事項】 １．本人及び世帯の状況，２．今後の就労意向，３．参加したい活動 

※ 

【調査票名】 ７－精神障害者（入院）用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月０７日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０５２ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）姫路市内全域 （単位）個人 （属性）精神病院に入院している精神

障害者 （抽出枠）福祉総合システムにおける障害者手帳所持者台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２０年１０月１日現在 （系統）姫路市→施設→報告

者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１０月１５日 ３１日 

 【調査事項】 １．本人及び世帯の状況，２．退院後の希望・必要な支援 
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【調査名】 次世代育成支援に関するニーズ調査 

【実施機関】 習志野市こども部こども政策課 

【目 的】 行動計画の見直しにあたっての前段の作業として，平成２０年度において，人口推

計，保育サービスの利用状況や子育て家庭の生活実態，意見・要望などを把握し，平

成２１年度中に後期行動計画を策定するための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－就学前児童保護者票 ２－小学校児童保護者票 

【集計・公表】 （集計）地方集計／民間委託／機械集計 （公表）ホームページにて公表（平

成２０年度末までに） （表章）市区町村 

【経費】 １，３２６千円 

※ 

【調査票名】 １－就学前児童保護者票 

【受理年月日】 平成２０年１０月０８日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０５３ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）習志野市内全域 （単位）個人 （属性）就学前児童の保護者 （抽

出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，８００／８，８０９ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）習志野市担当課→受

託者→対象世帯→習志野市担当課→受託者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年０９月１６日 

 【調査事項】 １．ニーズ量を推計し目標事業量の設定に関する項目，（１）子どもと家族の

状況１，（２）子どもの預かり状況，（３）子どもと家族の状況２，（４）居住地

区，（５）保護者の就労状況，（６）保育サービスの利用状況，（７）土・休日の

保育の利用希望，（８）病児・病後児保育の利用状況，（９）一時保育の利用状況，

（１０）ショートステイの状況，（１１）放課後児童会の利用希望，（１２）ベビ

ーシッターの利用状況，（１３）ファミリーサポートセンターの利用状況と希望，

（１４）地域子育て支援拠点事業の利用状況と希望，（１５）子育て支援サービ

スの認知度・利用意向，（１６）育児休業制度の利用状況と現状，２．子育て家

庭の意識・生活実態に関する項目，（１）保育サービスの満足度，（２）家庭生活

の状況，（３）不安感・負担感・相談相手，（４）仕事と家庭生活，（５）子育て

情報の入手方法，（６）子育てサークル，（７）遊び場や環境整備，（８）市の施

策，（９）自由意見 

※ 

【調査票名】 ２－小学校児童保護者票 

【受理年月日】 平成２０年１０月０８日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０５３ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）習志野市全域 （単位）個人 （属性）小学校児童の保護者 （抽出
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枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，２００／９，３１１ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）習志野市担当課→受託者→対象世

帯→担当課→受託者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年０９月１６日 

 【調査事項】 １．ニーズ量を推計し目標事業量の設定に関する項目，（１）子どもと家族の

状況１，（２）子どもの預かり状況，（３）子どもと家族の状況２，（４）居住地

区，（５）保護者の就労状況，（６）放課後児童会の利用状況，（７）病児・病後

児保育の利用状況，（８）トワイライトステイの状況，（９）ショートステイの状

況，（１０）ベビーシッターの利用状況，（１１）ファミリーサポートセンターの

利用状況と希望，（１２）育児休業制度の利用状況と現状，２．子育て家庭の意

識・生活実態に関する項目，（１）家庭生活の状況，（２）不安感・負担感・相談

相手，（３）仕事と家庭生活，（４）子育て情報の入手方法，（５）子どもの居場

所，（６）地域活動への参加状況，（７）遊び場や環境整備，（８）市の施策，（９）

自由意見 
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【調査名】 名古屋市子ども・子育て家庭 意識・生活実態調査 

【実施機関】 名古屋市子ども未来部子ども未来課 

【目 的】 子どもや子育て家庭の生活実態や要望・意見等を把握し，次世代育成支援の後期行

動計画（平成２２～２６年度）を策定する為の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－保護者用調査票 ２－子ども用調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計／民間委託／機械集計 （公表）「調査結果報告書」及びホ

ームページでの公表（平成２１年３月） （表章）市区町村 

【経費】 １０，０００千円 

※ 

【調査票名】 １－保護者用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月０８日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０５４ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）名古屋市全域 （単位）世帯 （属性）０～１８歳までの児童のいる

世帯 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１０，０００／３７６，７５６ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）名古屋市→

民間委託→報告 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１０月１０日～３１日 

 【調査事項】 １．フェイス事項，２．回答者の子どもや回答者の子育ての現状について，３．

就学前の児童の保護者項目，４．小学生の保護者項目，５．中学生以上の保護者

項目 

※ 

【調査票名】 ２－子ども用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月０８日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０５４ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）名古屋市全域 （単位）世帯 （属性）０～１８歳までの児童のいる

世帯 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，５００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）名古屋市→民間委託→報告 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１０月３１日まで 

 【調査事項】 １．フェイス事項，２．日常生活に関する事項等 
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【調査名】 伊賀市次世代育成支援地域行動計画策定ニーズ調査 

【実施機関】 伊賀市健康福祉部少子化対策課 

【目 的】 次世代育成支援法第８条に基づき，市行動計画（平成２２年から２６年度）を策定

する必要があり，市内における保育や子育てに関するニーズ調査を行いその結果を計

画に反映させる。 

【調査の構成】 １－乳幼児（０～５歳）の保護者用調査票 ２－小学校低学年保護者用調査票 

３－住民自治組織用調査票 ４－２０・３０歳代調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計／民間委託／機械集計 （公表）「伊賀市次世代育成支援対

策地域行動計画」（平成２１年１２月頃） （表章）市区町村 

【経費】 ３，５００千円 

※ 

【調査票名】 １－乳幼児（０～５歳）の保護者用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月０８日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０５５ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）伊賀市全域 （単位）個人 （属性）乳幼児（就学前児童）の保護者 

（抽出枠）保育所（幼稚園）における保護者数 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３，３００ （配布）学校での直接配布 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）伊賀市→保育所等→報告

者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）１１月上旬配布，１１月末提出期限 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．父母の就労状況，就労希望，３．児童の保育の

状況及び利用希望，４．望ましい保育所のすがた 等 

※ 

【調査票名】 ２－小学校低学年保護者用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月０８日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０５５ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）伊賀市全域 （単位）個人 （属性）小学校低学年（１年生から３年

生）の保護者 （抽出枠）各学校における保護者数 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，５００ （配布）学校での直接配布 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）伊賀市→小学校→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）１１月上旬配布，１１月末提出期限 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．父母の就労状況，就労希望，３．児童の保育の

状況及び利用希望，４．望ましい保育所のすがた 等 

※ 

【調査票名】 ３－住民自治組織用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月０８日 
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【受理番号】 受理番号（新）１０８０５５ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）伊賀市全域 （単位）地方自治体 （属性）住民自治組織（自治会長

等） （抽出枠）市作成の自治会長（住民自治協議会長）名簿 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３５０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自

計 （把握時）調査日現在 （系統）伊賀市→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）１１月上旬配布，１１月末提出期限 

 【調査事項】 １．地域での子育てに関する活動状況，２．望ましい保育所のすがた，３．地

域における子育て環境 等 

※ 

【調査票名】 ４－２０・３０歳代調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月０８日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０５５ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）伊賀市全域 （単位）個人 （属性）２０・３０歳代 （抽出枠）住

民基本台帳及び外国人登録台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／２４，５００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）伊賀市→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）１１月上旬配布，１１月末提出期限 

 【調査事項】 １．婚姻の有無，２．結婚や子育てについて，３．少子化対策について 等 
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【調査名】 草津市次世代育成支援に関するニーズ調査 

【実施機関】 草津市健康福祉部子育て支援課 

【目 的】 子育て支援に関する市民の生活実態や要望・意見等を把握し，次世代育成支援の後

期行動計画（平成２２～２６年度）を策定する為の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－就学前児童用調査票 ２－小学校児童用調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計／民間委託／機械集計 （公表）「調査結果報告書」（平成２

１年２月） （表章）市区町村 

【経費】 ２，２８９千円 

※ 

【調査票名】 １－就学前児童用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月０８日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０５６ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）草津市全域 （単位）個人 （属性）就学前児童（０～５歳）のいる

世帯 （抽出枠）住民基本台帳，外国人登録原票 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／７，２２６ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）草津市→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１０月１５日～３１日 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．児童の保育の状況および希望等 

※ 

【調査票名】 ２－小学校児童用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月０８日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０５６ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）草津市全域 （単位）世帯 （属性）就学児童（小学１～６年生）の

いる世帯 （抽出枠）住民基本台帳，外国人登録原票 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／７，４７５ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）草津市→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１０月１５日～３１日 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．放課後児童クラブの利用状況および利用希望等 
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【調査名】 少子化に関する福井市民意識調査及び福井市次世代育成支援に関す

るニーズ調査 

【実施機関】 福井市市民生活部男女共同参画・少子化対策室 

【目 的】 次世代育成支援に関わる行動計画「第２次次世代育成支援対策推進行動計画」の策

定に向けて，少子化に関する市民の実態やニーズに基づいた施策の方向性を見出し，

また，子育て中である保護者の子育て支援に対するニーズを把握するための基礎資料

を得る。 

【調査の構成】 １－市民意識調査票 ２－小学校児童用調査票 ３－就学前児童用調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計／民間委託／機械集計 （公表）「行動計画冊子」及びホー

ムページで公表（平成２２年３月下旬） （表章）市区町村 

【経費】 １，２０５千円 

※ 

【調査票名】 １－市民意識調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月１０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０５７ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）福井市全域 （単位）個人 （属性）平成２０年１０月１日現在，福

井市に住民票のある，２０歳以上６４歳以下（昭和１８年４月２日生～昭和６３

年４月１日生）の男女 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／１５７，５４８ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）福井市→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１０月２０日～１１月１０日 

 【調査事項】 １．フェイス事項，２．結婚について，３．仕事と子育ての両立について，４．

子育て支援や教育，保険・医療について，５．少子化について，６．子育てにつ

いて，７．意見，要望等 

※ 

【調査票名】 ２－小学校児童用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月１０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０５７ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）福井市全域 （単位）個人 （属性）平成２０年１０月１日現在，福

井市に住民票のある，小学校１年生～小学校６年生（平成８年４月２日～平成１

４年４月１日生）の児童を持つ親 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５００／１５，６４９ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）福井市→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１０月２０日～１１月１０日 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．子育てに関して感じること，３．就労状況につ

いて，４．放課後児童会，児童クラブの利用について，５．子どもの病児・病後
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児の対応について，６．子どもの一時預かりについて，７．子どもの地域活動へ

の参加状況について，８．子育て支援サービスの認知度・利用度について，９．

育児休業制度の利用について，１１．意見・要望等 

※ 

【調査票名】 ３－就学前児童用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月１０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０５７ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）福井市全域 （単位）個人 （属性）平成２０年１０月１日現在，福

井市に住民票のある，０歳～５歳（平成１４年４月２日生～平成２０年４月１日

生）の児童を持つ親 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５００／１５，０２７ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）福井市→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１０月２０日～１１月１０日 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．子育てに関して感じること，３．就労状況につ

いて，４．保育サービスの利用について，５．子どもの病児・病後児保育につい

て，６．子どもの一時預かりについて，７．（来年度就学予定の児童を持つ保護

者に対して）放課後児童会や児童クラブの利用の希望の有無，８．子育て支援事

業等について，９．育児休業制度の利用について，１０．意見，要望等 
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【調査名】 大阪市交通アンケート調査 

【実施機関】 大阪市交通局総務部企画担当課 

【目 的】 大阪市営バスの役割や効率的な路線計画のあり方等大阪市の都市交通施策の企画・

立案のための基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－大阪市交通アンケート調査票（パーソントリップ調査） 

【集計・公表】 （集計）地方集計／民間委託／機械集計 （公表）「調査結果報告書」（平成２

１年４月末） （表章）市区町村 

【経費】 ３０，０００千円 

※ 

【調査票名】 １－大阪市交通アンケート調査票（パーソントリップ調査） 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月１０日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２０年１０月１０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０５８ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）大阪市内の４行政区全域（都島区、港区、東成区、住吉区） （単位）

個人 （属性）大阪市内の４行政区全域（都島区、港区、東成区、住吉区）の居

住者 （抽出枠）ＮＴＴ電話帳データベース、ゼンリン住宅地図 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１３０，０００ （配布）郵送・オンライン 

（取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２０年１０月２２日、

２３日、２８日、２９日、３０日のいずれか１日 （系統）大阪市→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１０月３１日 

 【調査事項】 １．フェイス事項（住所、性別、年齢、運転免許保有の有無、世帯で所有する

車の台数、世帯人数、職業、勤務先・通学先の所在地等）、２．１日の行動につ

いて（１）発地（住所、施設の種類、目的、交通手段、駐車・駐輪場所、出発時

刻及び到着時刻、同行者の人数）、３．大阪市営バス（赤バス含む）に関する問

題点や要望 
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【調査名】 かしこいクルマの使い方を考えるプロジェクト神戸・アンケート 

【実施機関】 神戸市交通局営業推進課 

【目 的】 マイカー利用率の高い神戸市内の地区において、マイカーから公共交通への利用転

換を図るための資料を得る。 

【調査の構成】 １－かしこいクルマの使い方を考えるプロジェクト神戸・アンケート従業員用 

２－かしこいクルマの使い方を考えるプロジェクト神戸・アンケート世帯用 

【集計・公表】 （集計）地方集計／民間委託／機械集計 （公表）「調査結果報告書」平成２

１年３月 （表章）市区町村 

【経費】 ４，０００千円 

※ 

【調査票名】 １－かしこいクルマの使い方を考えるプロジェクト神戸・アンケート従業員用 

【受理年月日】 平成２０年１０月１０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０５９ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）西神南地区 （単位）個人 （属性）１．工業団地にある企業の従業

員、 （抽出枠）１．ハイテク工業会会員名簿 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，９００／３，８００ （配布）企業から配

布 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２０年１０月 （系統）神戸

市→企業→報告者、 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１０月 

 【調査事項】 １．普段の通勤行動（手段・通勤時間・ルート等）、２．クルマ利用に対する

意識と転換可能性、３．クルマ以外を利用した、通勤プラン・通勤以外（買物や

休日のレジャー）の行動プランの記入等、 

※ 

【調査票名】 ２－かしこいクルマの使い方を考えるプロジェクト神戸・アンケート世帯用 

【受理年月日】 平成２０年１０月１０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０５９ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）西神南地区 （単位）個人 （属性）世帯 （抽出枠）小学校及び中

学校 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３，０００／９，０００ （配布）学校から配

布 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２０年１０月 （系統）神戸

市→学校→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１０月 

 【調査事項】 １．日頃の移動行動（手段・移動時間・ルート等）、２．クルマ利用に対する

意識と転換可能性、３．クルマ以外を利用した、移動プラン・行動プランの記入

等、４．フェイス事項 
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【調査名】 平成２０年度子育て支援・少子化対策に関する県民意識調査 

【実施機関】 山口県健康福祉部こども未来課 

【目 的】 次世代育成支援対策推進法に基づく次世代育成支援行動計画（後期計画）の策定に

当たり，結婚や子育てに関する意識調査を実施し，今後の施策推進のための基礎資料

とする。 

【調査の構成】 １－子育て支援・少子化対策に関する県民意識調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計／民間委託／機械集計 （公表）次世代育成支援行動計画を

策定（平成２２年３月） （表章）都道府県 

【経費】 １，４１５千円 

※ 

【調査票名】 １－子育て支援・少子化対策に関する県民意識調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月１０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０６０ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）山口県下全域 （単位）個人 （属性）山口県内に居住する２０歳以

上５０歳未満の男女 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／４９７，０００ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）山口県→報告者 

 【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２０年１１月～１２月 

 【調査事項】 １．フェイス事項，２．すべての方への調査事項，３．結婚している方（配偶

者のいる方）への調査事項，４．子どもがいる方への調査事項，５．結婚してい

ない方への調査事項，６．少子化等について，すべての方への調査事項，７．山

口県の少子化対策等について，すべての方への調査事項，８．「子育て文化創造

条例」について，すべての方への調査事項 
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【調査名】 子どもや子育てに関するアンケート調査（帯広市次世代育成支援等

に関するニーズ調査及び性教育に関する調査） 

【実施機関】 帯広市こども未来部こども課 

【目 的】 帯広市民の子育て支援に関する生活実態や要望意見等を把握し，次世代育成支援の

後期行動計画（平成２２年～２６年度）を策定する為の基礎資料を得る。また，母子

保健に関る施策の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－就学前児童用調査票 ２－小学生児童用調査票 ３－中学生生徒用調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計／手集計 （公表）「調査結果報告書」（平成２１年３月） （表

章）市区町村 

【経費】 ７７４千円 

※ 

【調査票名】 １－就学前児童用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月１４日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０６１ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）帯広市内全域 （単位）世帯 （属性）就学前（０～５歳）児童のい

る世帯 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／８，３３５ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）帯広市←→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１０月下旬～平成２０年１１月

２０日 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．父母の就労状況，３．就労希望，４．児童の保

育の状況及び利用希望等 

※ 

【調査票名】 ２－小学生児童用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月１４日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０６１ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）帯広市全域 （単位）世帯 （属性）小学生（６～１１歳）児童のい

る世帯 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／９，３７８ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）帯広市←→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１０月下旬～平成２０年１１月

２０日 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．父母の就労状況，３．就労希望，４．放課後児

童クラブの利用状況及び利用希望等 

※ 

【調査票名】 ３－中学生生徒用調査票 
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【受理年月日】 平成２０年１０月１４日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０６１ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）帯広市全域 （単位）世帯 （属性）中学生（１２～１４歳）生徒の

いる世帯 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９００／４，９２３ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）帯広市←→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１０月下旬～平成２０年１１月

２０日 

 【調査事項】 １．性に関する子どもの質問や相談の状況，２．性に関する相談機関の認知度

等 
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【調査名】 府中市子育て支援に関する市民意向調査 

【実施機関】 府中市子ども家庭部子育て支援課 

【目 的】 後期次世代育成支援行動計画の策定に向けて，前期計画の評価や時期計画における

府中市におけるニーズ把握，定量的な目標設定等を行う。 

【調査の構成】 １－就学前児童調査票 ２－小学生（就学児童）調査票 ３－中学生・高校生

世代調査票 ４－ひとり親世帯調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計／民間委託／機械集計 （公表）「調査結果報告書」（平成２

１年２月） （表章）市区町村 

【経費】 ７，６４９千円 

※ 

【調査票名】 １－就学前児童調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月１４日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０６２ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）府中市全域 （単位）世帯 （属性）未就学児童（０～５歳）のいる

世帯 （抽出枠）府中市住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／１３，６３７ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）府中市→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１０月２１日～１１月１７日 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．日ごろの子育てについて，３．親の就労状況，

４．保育サービスの利用状況，５．保育サービスの利用希望，６．病児・病後児

保育について，７．一時あずかりについて，８．トワイライトステイ・ショート

ステイ・産前産後家庭サポートについて，９．学童クラブ，放課後子ども教室に

ついて，１０．ベビーシッターについて，１１．ファイミリーサポートセンター

について，１２．地域における子育て支援サービスについて，１３．地域との関

わりについて，１４．子育て支援サービスに関する情報の入手方法，１５．児童

虐待について，１６．安全なまちづくりについて，１７．育児休業制度の利用に

ついて，１８．子育てと仕事の両立について，１９．市の施策について 

※ 

【調査票名】 ２－小学生（就学児童）調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月１４日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０６２ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）府中市全域 （単位）世帯 （属性）小学生（１～６年生）のいる世

帯 （抽出枠）府中市住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／１３，７９９ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）府中市→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１０月２１日～１１月０７日 
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 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．日ごろの子育てについて，３．親の就労状況，

４．子どもの日々の過ごし方について，５．放課後や休日の過ごし方について，

６．病児・病後児保育について，７．一時あずかりなどについて，８．ベビーシ

ッターについて，９．ファミリーサポートセンターについて，１０．地域との関

わりについて，１１．子育て支援サービスに関する情報の入手方法，１２．児童

虐待について，１３．安全なまちづくりについて，１４．子育てと仕事の両立に

ついて，１５．市の施策について 

※ 

【調査票名】 ３－中学生・高校生世代調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月１４日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０６２ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）府中市全域 （単位）世帯 （属性）中学生（１～３年生）・高校生

（１～３年生）のいる世帯 （抽出枠）府中市住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５００／１２，５３０ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）府中市→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１０月２１日～１１月０７日 

 【調査事項】 １．生徒及び世帯の状況，２．日ごろの生活について，３．携帯電話及びイン

ターネットの利用状況，４．日ごろ関心のあることや感じていること，５．悩み

について，６．地域生活について，７．いじめについて，８．子どもの権利につ

いて，９．市への要望 

※ 

【調査票名】 ４－ひとり親世帯調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月１４日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０６２ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）府中市全域 （単位）世帯 （属性）ひとり親の世帯 （抽出枠）府

中市住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５００／２，１１８ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）府中市→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１０月２１日～１１月０７日 

 【調査事項】 １．児童又は生徒及び世帯の状況，２．仕事について，３．暮らし向きについ

て，４．日ごろの子育てについて，５．子どもの過ごし方，６．生活や子育ての

悩み，７．子育てサービスの情報，８．児童虐待，９．地域との関わり，１０．

子育てと仕事の両立，１１．市の施策 
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【調査名】 羽島市次世代育成支援に関するニーズ調査 

【実施機関】 羽島市福祉部福祉課 

【目 的】 市民の子育て支援に関する生活実態や要望・意見等を把握し，次世代育成支援行動

計画（後期計画）を策定すうための資料を得る。 

【調査の構成】 １－就学前児童用調査票 ２－就学児童用調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計／民間委託／機械集計 （公表）「調査結果の概要」（平成２

１年５月） （表章）市区町村 

【経費】 ７３５千円 

※ 

【調査票名】 １－就学前児童用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月１４日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０６３ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）羽島市全域 （単位）世帯 （属性）就学前児童（０～５歳）のいる

世帯 （抽出枠） 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７７７／３，８２１ （配布）各施設に持参 

（取集）各施設から取集 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）羽島

市→各幼保育園→児童の保護者→各幼保育園→羽島市 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１０月下旬 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．父母の就労状況，３．就労希望，４．児童の保

育の状況及び利用希望等 

※ 

【調査票名】 ２－就学児童用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月１４日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０６３ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）羽島市全域 （単位）世帯 （属性）就学児童（小学１～３年生）の

いる世帯 （抽出枠） 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７２３／２，２６４ （配布）各施設に持参 

（取集）各施設から取集 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）羽島

市→各小学校→児童の保護者→小学校→羽島市 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１０月下旬 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．父母の就労状況，３．就労希望，４．放課後児

童クラブの利用状況及び利用希望等 
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【調査名】 宗像市子育てに関するアンケート 

【実施機関】 宗像市教育部子ども課 

【目 的】 子育て支援に関する市民の生活実態や要望・意見等を把握し，次世代育成支援の後

期行動計画（平成２２～２６年度）を策定する為の基礎資料を得る 

【調査の構成】 １－就学前児童用調査票 ２－就学児童用調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計／民間委託／機械集計 （公表）「調査結果報告書」（平成２

１年３月） （表章）市区町村 

【経費】 ２，３７３千円 

※ 

【調査票名】 １－就学前児童用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月１４日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０６４ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）宗像市全域 （単位）世帯 （属性）就学前児童（０～５歳）のいる

世帯 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／３，６９３ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）宗像市→民間委託→

報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１０月２８日～１１月１１日 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．父母の就労状況，３．就労希望，４．児童の保

育の状況及び利用希望，５．子どもの運動や遊び・生活習慣６．子育てに関する

悩みや不安感等 

※ 

【調査票名】 ２－就学児童用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月１４日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０６４ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）宗像市全域 （単位）世帯 （属性）就学児童（小学１～６年生）の

いる世帯 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／４，０２６ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）宗像市→民間委託→

報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１０月２８日～１１月１１日 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．父母の就労状況，３．就労希望，４．放課後児

童クラブ（学童保育）の利用希望及び利用状況，５．子どもの運動や遊び・生活

習慣，６．子育てに関する悩みや不安感等 

 

 



 - 87 -

【調査名】 柏崎市次世代育成支援に関するニーズ調査 

【実施機関】 柏崎市福祉保健部子ども課 

【目 的】 市民の子育て支援に関する生活実態や要望・意見等を把握し，次世代育成支援の後

期行動計画を策定するための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－就学前児童用調査票 ２－就学児童用調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計／機械集計 （公表）「調査結果の概要」（平成２２年３月） 

（表章）市区町村 

【経費】 ６３９千円 

※ 

【調査票名】 １－就学前児童用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月１６日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０６５ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）柏崎市全域 （単位）個人 （属性）就学前児童（０～５歳）の保護

者 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／４，２５８ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）柏崎市→世帯 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１０月３１日まで 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．児童の保育の状況及び希望等 

※ 

【調査票名】 ２－就学児童用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月１６日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０６５ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）柏崎市全域 （単位）個人 （属性）就学児童（６～１１歳）の保護

者 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／４，８２４ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）柏崎市→世帯 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１０月３１日まで 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．放課後児童クラブの利用状況及び利用希望等 
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【調査名】 小牧市子育て支援に関する意向調査 

【実施機関】 小牧市健康福祉部子育て支援課 

【目 的】 子育て支援に関する市民の生活実態や要望・意見等を把握し，次世代育成支援の後

期行動計画（平成２２年～２６年度）を策定する為の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－就学前児童用調査票 ２－就学児童用調査票 ３－中学生以上１８歳未満

用調査票 ４－２０歳代～４０歳代用調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計／民間委託／機械集計 （公表）結果の報告及びホームペー

ジにて公表（平成２１年３月） （表章）市区町村 

【経費】 １，４６０千円 

※ 

【調査票名】 １－就学前児童用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月１６日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０６６ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）小牧市全域 （単位）個人 （属性）就学前児童の保護者 （抽出枠）

住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／９，２６８ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）小牧市→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年１０月３１日まで 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．父母の就労状況，３．就労希望，４．児童の保

育の状況及び利用希望等 

※ 

【調査票名】 ２－就学児童用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月１６日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０６６ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）小牧市全域 （単位）個人 （属性）就学児童（小学生）の保護者 （抽

出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／９，１２０ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）小牧市→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１０月３１日まで 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．父母の就労状況，３．就労希望，４．放課後児

童クラブの利用状況及び利用希望等 

※ 

【調査票名】 ３－中学生以上１８歳未満用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月１６日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０６６ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）小牧市全域 （単位）個人 （属性）中学生以上１８歳未満児童の保
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護者 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／８，７１２ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）小牧市→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年１０月３１日まで 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．親子の関係，３．しつけや教育，４．子育ての

悩み等 

※ 

【調査票名】 ４－２０歳代～４０歳代用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月１６日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０６６ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）小牧市全域 （単位）個人 （属性）２０歳代～４０歳代の成人 （抽

出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／５４，８６９ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）小牧市→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１０月３１日まで 

 【調査事項】 １．世帯の状況，２．就労状況，３．結婚観，４．子育ての考え方，５．地域

と子育ての関わり方の意見等 
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【調査名】 技能労務関係職種従業員に係る民間事業所調査 

【実施機関】 北海道総務人事局人事課 

【目 的】 北海道内の民営事業所の技能労務関係職種従業員について，従業員の人数，職種，

給与月額等の実態を把握し，今後の職員給与等の比較検討の基礎資料に資する。 

【調査の構成】 １－技能労務関係職種従業員に係る民間事業所実態調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計／手集計 （公表）ホームページにて公表（平成２１年３月

予定） （表章）都道府県 

【経費】 ６００千円 

※ 

【調査票名】 １－技能労務関係職種従業員に係る民間事業所実態調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月１７日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０６７ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）北海道内全域 （単位）事業所 （属性）常用従業者規模５０人以上

の企業であり，かつ常用従業者規模５０人以上の事業所（日本標準産業大分類の

うち，「公務」を除く。） （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査事業所名

簿 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３，０００／１８７，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２０年４月末現在 （系統）北海道→

報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１１月上旬から下旬 

 【調査事項】 １．事業所に関する事項，２．技能労務関係職種従業員に関する事項 
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【調査名】 岐阜県ひとり親家庭等実態調査 

【実施機関】 岐阜県健康福祉部子ども家庭課 

【目 的】 岐阜県内に居住するひとり親家庭の実態調査を実施し，県が今後，子育て・生活支

援等，ひとり親家庭に対する自立支援体制の確立に向けた福祉施策を推進していくた

めの基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－母子世帯用調査票 ２－父子世帯用調査票 ３－寡婦世帯用調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計／民間委託／機械集計 （公表）「調査結果報告書」及びホ

ームページにて公表（平成２１年３月） （表章）都道府県 

【経費】 １，６００千円 

※ 

【調査票名】 １－母子世帯用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月１７日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０６８ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）岐阜県全域 （単位）世帯 （属性）母子世帯 （抽出枠）児度扶養

手当受給者台帳，福祉医療対象者台帳等 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，９００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２０年１１月１日現在 （系統）岐阜県→報告者 

 【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２０年１１月０１日～２８日 

 【調査事項】 １．世帯の状況について，２．住宅の状況について，３．仕事と収入の状況に

ついて，４．養育費の取得状況について，５．子どもの状況について、６．生活

全般について，７．福祉関係の公的制度について 

※ 

【調査票名】 ２－父子世帯用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月１７日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０６８ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）岐阜県全域 （単位）世帯 （属性）父子世帯 （抽出枠）児童扶養

手当受給者台帳，福祉医療対象者台帳等 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２０年１１月１日現在 （系統）岐阜県→報告者 

 【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２０年１１月０１日～２８日 

 【調査事項】 １．世帯の状況について，２．住宅の状況について，３．仕事と収入の状況に

ついて，４．養育費の取得状況について，５．子どもの状況について，６．生活

全般について，７．福祉関係の公的制度について 

※ 

【調査票名】 ３－寡婦世帯用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月１７日 
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【受理番号】 受理番号（新）１０８０６８ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）岐阜県全域 （単位）世帯 （属性）寡婦世帯 （抽出枠）児童扶養

手当受給者台帳，福祉医療対象者台帳等 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２０年１１月１日現在 （系統）岐阜県→報告者 

 【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２０年１１月０１日～２８日 

 【調査事項】 １．世帯の状況について，２．住宅の状況について，３．仕事と収入の状況に

ついて，４．生活全般について，５．福祉関係の公的制度について 
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【調査名】 鳩ヶ谷市次世代育成支援に関するニーズ調査 

【実施機関】 鳩ヶ谷市健康福祉部子育て支援課 

【目 的】 子育て支援に関する市民の生活実態や要望・意見等を把握し，次世代育成支援の後

期行動計画（平成２２年～２６年度）を策定するための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－就学前児童票 ２－小学生児童票 

【集計・公表】 （集計）地方集計／手集計 （公表）「市広報」及びホームページにて公表（平

成２１年７月） （表章）市区町村 

【経費】 ２６２千円 

※ 

【調査票名】 １－就学前児童票 

【受理年月日】 平成２０年１０月１７日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０６９ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）鳩ヶ谷市全域 （単位）世帯 （属性）就学前児童（０歳～５歳）の

いる世帯 （抽出枠）乳幼児医療費及び児童手当システム 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／３，８５５ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）鳩ヶ谷市→世帯 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１１月０１日～１５日 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．親の就労状況，３．保育サービスの利用状況等 

※ 

【調査票名】 ２－小学生児童票 

【受理年月日】 平成２０年１０月１７日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０６９ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）鳩ヶ谷市全域 （単位）世帯 （属性）小学校児童（１～６年生）の

いる世帯 （抽出枠）乳幼児医療費及び児童手当システム 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／３，５６１ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）鳩ヶ谷市→世帯 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１１月０１日～１５日 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．親の就労状況，３．放課後児童クラブの利用状

況 
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【調査名】 いなべ市次世代育成支援に係るニーズ調査 

【実施機関】 いなべ市福祉部こども家庭課 

【目 的】 子育て支援に関する市民の生活実態や要望・意見等を把握し，次世代育成支援の後

期行動計画（平成２２～２６年度）を策定する為の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－就学前児童用調査票 ２－就学児童用調査票 ３－中学生用調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計／民間委託／機械集計 （公表）「調査結果の概要」及びホ

ームページにて公表（平成２１年３月） （表章）市区町村 

【経費】 ２，１５０千円 

※ 

【調査票名】 １－就学前児童用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月１７日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０７０ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）いなべ市全域 （単位）世帯 （属性）市内の就学前児童（０～２歳）

のいる世帯及び市内の就学前児童（３～５歳）のいる世帯（いなべ市外の保育園

等に通っている就学前児童を除く） （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，８１８／１，８７８ （配布）郵送及び園

で配布 （取集）郵送及び園で回収 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系

統）いなべ市→民間委託→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１０月２０日～３１日 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．父母の就労状況，３．就労希望，４．児童の保

育の状況及び利用希望等 

※ 

【調査票名】 ２－就学児童用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月１７日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０７０ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）いなべ市全域 （単位）世帯 （属性）就学児童（小学１年生～６年

生）のいる世帯（いなべ市外の小学校に通っている就学児童を除く） （抽出枠）

住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０５９／２，１１３ （配布）学校で配

布 （取集）学校で配布 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）いな

べ市→民間委託→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１０月２０日～３１日 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．父母の就労状況，３．就労希望，４．放課後児

童クラブの利用状況及び利用希望等 

※ 

【調査票名】 ３－中学生用調査票 
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【受理年月日】 平成２０年１０月１７日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０７０ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）いなべ市全域 （単位）個人 （属性）中学２年生 （抽出枠）住民

基本台帳 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５１７／５１７ （配布）学校で配布 （取集）学

校で配布 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）いなべ市→民間委託

→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１０月２０日～３１日 

 【調査事項】 結婚，子育て，仕事に対する意識調査等 
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【調査名】 天理市次世代育成支援に係るニーズ調査 

【実施機関】 天理市健康福祉部児童福祉課 

【目 的】 子育て支援に関する市民の生活実態や要望・意見等を把握し，次世代育成支援の後

期行動計画（平成２２～２６年度）を策定する為の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－就学前児童用調査票 ２－就学児童用調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計／民間委託／機械集計 （公表）「調査結果の概要」（平成２

１年３月） （表章）市区町村 

【経費】 １９７千円 

※ 

【調査票名】 １－就学前児童用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月１７日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０７１ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）天理市全域 （単位）世帯 （属性）就学前児童（０～５歳）のいる

世帯 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９００／２，７６１ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）天理市→民間委託→報告

者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１０月２７日 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．父母の就労状況，３．就労希望，４．児童の保

育の状況及び利用希望等 

※ 

【調査票名】 ２－就学児童用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月１７日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０７１ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）天理市全域 （単位）世帯 （属性）就学児童（小学１～６年生）の

いる世帯 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／２，９６１ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）天理市→民間委託→

報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１０月２７日 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．父母の就労状況，３．就労希望，４．放課後児

童クラブの利用状況及び利用希望等 
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【調査名】 足利市次世代育成支援に係るニーズ調査 

【実施機関】 足利市長市民福祉部こども課 

【目 的】 子育て支援に関する市民の生活実態や要望・意見等を把握し，次世代育成支援の後

期行動計画（平成２２年～２６年度）を策定する為の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－就学前児童用調査票 ２－就学児童用調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計／機械集計 （公表）「調査結果の概要」及びホームページ

にて公表（平成２２年３月） （表章）市区町村 

【経費】 １，３５０千円 

※ 

【調査票名】 １－就学前児童用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月２０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０７２ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）足利市全域 （単位）世帯 （属性）就学前児童（０～５歳）のいる

世帯 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，４００／７，８００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）足利市→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１２月０１日～１５日 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．父母の就労状況，３．就労希望，４．放課後自

動クラブの利用状況及び利用希望等 

※ 

【調査票名】 ２－就学児童用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月２０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０７２ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）足利市全域 （単位）世帯 （属性）就学児童（小学１～６年生）の

いる世帯 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，４００／８，６００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）足利市→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１２月０１日～１５日 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．父母の就労状況，３．就労希望，４．放課後児

童クラブの利用状況及び利用希望等 
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【調査名】 赤穂市次世代育成支援対策行動計画策定に係るニーズ調査 

【実施機関】 赤穂市健康福祉部子育て支援課 

【目 的】 子育て支援に関する市民の生活実態や要望・意見等を把握し，次世代育成支援の後

期行動計画（平成２２～２６年度）を策定する為の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－就学前児童用調査票 ２－就学児童用調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計／民間委託／機械集計 （公表）「調査結果の概要」（平成２

１年５月）及び冊子及びホームページにて公表（平成２２年３月） （表章）市

区町村 

【経費】 ８４０千円 

※ 

【調査票名】 １－就学前児童用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月２０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０７３ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）赤穂市全域 （単位）世帯 （属性）就学前児童（０～５歳）のいる

世帯 （抽出枠）保育所及び学校園名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５００／３，０４５ （配布）調査員（民

生委員）及び保育園等で配布 （取集）調査員（民生委員）及び保育園等で回収 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）赤穂市→調査員→世帯，赤穂市

→保育園等→世帯 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１１月０１日～１２月３１日 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．父母の就労状況，３．就労希望，４．児童の保

育の状況及び利用希望等 

※ 

【調査票名】 ２－就学児童用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月２０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０７３ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）赤穂市全域 （単位）世帯 （属性）就学児童（小学１～６年生）の

いる世帯 （抽出枠）保育所及び学校園名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５００／３，０７６ （配布）調査員（民

生委員）及び学校等で配布 （取集）調査員（民生委員）及び学校等で回収 （記

入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）赤穂市→学校等→赤穂市→民間委託

→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１１月０１日～１２月３１日 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．父母の就労状況，３．就労希望，４．放課後児

童クラブの利用状況及び利用希望等 
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【調査名】 丸亀市次世代育成支援に係るニーズ調査 

【実施機関】 丸亀市健康福祉部児童課 

【目 的】 子育て支援に関する市民の生活実態や要望・意見等を把握し，次世代育成支援の後

期行動計画（平成２２～２６年度）を策定する為の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－就学前児童用調査票 ２－就学児童用調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計／民間委託／機械集計 （公表）「調査結果報告書」（平成２

１年３月） （表章）市区町村 

【経費】 ２３０千円 

※ 

【調査票名】 １－就学前児童用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月２０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０７４ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）丸亀市全域 （単位）世帯 （属性）就学前児童（０～５歳）のいる

世帯 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／６，４９３ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）丸亀市→民間委託→

報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１１月０１日～１０日 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．父母の就労状況，３．就労希望，４．児童の保

育の状況及び利用希望等 

※ 

【調査票名】 ２－就学児童用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月２０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０７４ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）丸亀市全域 （単位）世帯 （属性）就学児童（小学１～６年生）の

いる世帯 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／７，０８４ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）丸亀市→民間委託→

報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１１月０１日～１０日 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．父母の就労状況，３．就労希望，４．放課後児

童クラブの利用状況及び利用希望等 
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【調査名】 二本松市子育て支援に関するアンケート調査 

【実施機関】 二本松市長福祉部子育て支援課 

【目 的】 子育て支援に関する市民の生活実態や要望・意見等を把握し，次世代育成支援の後

期行動計画（平成２２～２６年度）を策定する為の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－二本松市子育て支援に関するアンケート調査要領 

【集計・公表】 （集計）地方集計／機械集計 （公表）「調査結果の概要」（平成２１年４月） 

（表章）市区町村 

【経費】 ２５６千円 

※ 

【調査票名】 １－二本松市子育て支援に関するアンケート調査要領 

【受理年月日】 平成２０年１０月２３日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０７５ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）二本松市全域 （単位）世帯 （属性）市内の０歳児，１～２歳児，

３～５歳児，６～８歳児，９～１１歳児のいる世帯 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，３００／６，４０９ （配布）郵送及び

小学校・保育所（園）・幼稚園を通して配布 （取集）郵送及び小学校・保育所

（園）・幼稚園を通して回収 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）

二本松市→報告者，二本松市→小学校・保育所（園）・幼稚園 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１１月１４日 

 【調査事項】 １．属性，２．家族の状況，３．子どもの状況，４．子育ての状況，５．保育

サービス等の利用について，６．父母の就労状況，７．仕事と子育ての両立につ

いて 等 
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【調査名】 行方市次世代育成支援に係るニーズ調査 

【実施機関】 行方市保健福祉部社会福祉課 

【目 的】 子育て支援に関する市民の生活実態や要望・意見等を把握し，次世代育成支援の後

期行動計画（平成２２～２６年度）を策定する為の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－就学前児童用調査票 ２－就学児童用調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計／機械集計 （公表）調査結果の概要（ホームページにて公

表）（平成２１年７月） （表章）市区町村 

【経費】 ２０７千円 

※ 

【調査票名】 １－就学前児童用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月２３日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０７６ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）行方市全域 （単位）世帯 （属性）就学前児童（０～５歳）のいる

世帯 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，２８５ （配布）郵送及び保育所にて配布 （取

集）郵送及び保育所にて回収 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）

行方市→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１１月２０日～２８日 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．父母の就労状況，３．就労希望，４．児童の保

育の状況及び利用希望等 

※ 

【調査票名】 ２－就学児童用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月２３日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０７６ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）行方市全域 （単位）世帯 （属性）就学児童（小学１～６年生）の

いる世帯 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，０２３ （配布）郵送及び学校にて配布 （取

集）郵送及び学校にて回収 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）行

方市→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１１月２０日～２８日 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．父母の就労状況，３．就労希望，４．放課後児

童クラブの利用状況及び利用希望等 
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【調査名】 大牟田市次世代育成支援に係るニーズ調査 

【実施機関】 大牟田市保健福祉部児童家庭課 

【目 的】 市民の子育て支援に関する生活実態や要望・意見等を把握し，次世代育成支援の行

動計画を策定する為の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－就学前児童用調査票 ２－小学生用調査票 ３－中学生用調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計／民間委託／機械集計 （公表）調査結果の公表（平成２１

年３月） （表章）市区町村 

【経費】 １，３４０千円 

※ 

【調査票名】 １－就学前児童用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月２３日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０７７ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）大牟田市全域 （単位）世帯 （属性）就学前児童のいる世帯 （抽

出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／５，６１７ （配布）民生委員・

児童委員 （取集）民生委員・児童委員 （記入）自計 （把握時）平成２０年

１０月１日現在 （系統）大牟田市→民生委員・児童委員→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１０月２０日～１１月２５日 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．保育サービス等に対するニーズ，３．子育ての

状況及び意識，子育て環境等 

※ 

【調査票名】 ２－小学生用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月２３日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０７７ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）大牟田市全域 （単位）世帯 （属性）小学生のいる世帯 （抽出枠）

住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／６，４８０ （配布）民生委員・

児童委員 （取集）民生委員・児童委員 （記入）自計 （把握時）平成２０年

１０月１日現在 （系統）大牟田市→民生委員・児童委員→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１０月２０日～１１月２５日 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．子どもの居場所等に対するニーズ，３．子育て

の状況及び意識，４．子育て環境等 

※ 

【調査票名】 ３－中学生用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月２３日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０７７ 受理番号（旧） 
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 【調査対象】 （地域）大牟田市全域 （単位）世帯 （属性）中学生のいる世帯 （抽出枠）

住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５００／１，０８２ （配布）学校にて配布 （取

集）学校にて配布 （記入）自計 （把握時）平成２０年１０月１日現在 （系

統）大牟田市→学校→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１０月２０日～１１月２５日 

 【調査事項】 １．生徒及び世帯の状況，２．生活習慣，３．規範意識，４．社会環境，５．

家庭や地域の教育力等 
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【調査名】 苫小牧市次世代育成支援に係るニーズ調査 

【実施機関】 苫小牧市保健福祉部児童家庭課 

【目 的】 子育て支援に関する市民の生活実態や要望・意見等を把握し，次世代育成支援の後

期行動計画（平成２２～２６年度）を策定する為の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－就学前児童調査票 ２－就学児童調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計／機械集計 （公表）次世代育成支援対策推進会議において

資料として公表（平成２１年４月） （表章）市区町村 

【経費】 ２４６千円 

※ 

【調査票名】 １－就学前児童調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月２４日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０７８ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）苫小牧市全域 （単位）世帯 （属性）就学前児童（０から５歳）の

いる世帯 （抽出枠）住民基本台帳，保育園入所状況 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，３００／２，８０３ （配布）郵送又は

保育園で配布 （取集）郵送又は保育園で回収 （記入）自計 （把握時）調査

日現在 （系統）苫小牧市→報告者，苫小牧市→保育園→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１１月０４日～１７日 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．父母の就労状況，３．保育サービスの利用，４．

病児・病後児保育について，５．児童の一時預かりについて，６．ファミリーサ

ポートセンターの利用について，７．地域子育て支援拠点事業の利用の有無，８．

子育ての悩みや不安，市に対して望むこと，９．育児休業制度の利用について 

※ 

【調査票名】 ２－就学児童調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月２４日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０７８ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）苫小牧市全域 （単位）世帯 （属性）就学児童（小学１から６年生）

のいる世帯 （抽出枠）小学校学年別児童数内訳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７００／９，３７０ （配布）学校にて配布 

（取集）学校にて回収 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）苫小牧

市→学校→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１１月０４日～１７日 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．父母の就労状況，３．病児・病後児の対応につ

いて，４．児童の一時預かりについて，５．ファミリーサポートセンターの利用

の有無，６．子育ての悩みや不安，市に対して望むこと 

 



 - 105 -

【調査名】 川口市次世代育成支援に関するニーズ調査 

【実施機関】 川口市福祉部子育て支援課 

【目 的】 子育て支援に関する市民の生活実態や要望・意見等を把握し，次世代育成支援の後

期行動計画（平成２２～２６年度）を策定する為の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－就学前児童用調査票 ２－小学生児童用調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計／民間委託／機械集計 （公表）「調査結果報告書」及びホ

ームページにて公表（平成２１年３月） （表章）市区町村 

【経費】 ６，３００千円 

※ 

【調査票名】 １－就学前児童用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月２４日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０７９ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）川口市全域 （単位）世帯 （属性）就学前児童（０～５歳）のいる

世帯 （抽出枠）住民基本台帳及び外国人登録 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，４００／２８，６１７ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）川口市→民間委託→

報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１１月１４日～１２月１０日 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．父母の就労状況，３．就労希望，４．児童の保

育の状況及び利用希望等 

※ 

【調査票名】 ２－小学生児童用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月２４日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０７９ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）川口市全域 （単位）世帯 （属性）就学児童（小学１～６年生）の

いる世帯 （抽出枠）住民基本台帳及び外国人登録 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，８００／２８，１４７ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）川口市→民間委託→

報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１１月１４日～１２月１０日 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．父母の就労状況，３．就労希望，４．留守家庭

児童保育室の利用状況及び利用希望等 
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【調査名】 静岡市次世代育成支援に関するアンケート調査 

【実施機関】 静岡市保健福祉子ども局子ども青少年部子育て支援課 

【目 的】 子育て支援に関する市民の生活実態や要望・意見等を把握し，次世代育成支援の後

期行動計画（平成２２～２６年度）を策定する為の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－就学前児童用調査票 ２－就学児童用調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計／民間委託／機械集計 （公表）「調査結果報告書」を市ホ

ームページにて公表（平成２１年３月） （表章）市区町村 

【経費】 ２，４９０千円 

※ 

【調査票名】 １－就学前児童用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月２４日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０８０ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）静岡市全域（由比町区域を含む） （単位）世帯 （属性）就学前児

童（０～５歳）のいる世帯 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／２７，５００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）静岡市→報告者→民

間委託→静岡市 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１１月中旬～１２月中旬 

 【調査事項】 １．延長保育，一時保育，病児病後児保育等の保育サービス等の利用意向，２．

保護者の就労状況及び子育てに関する意識 等 

※ 

【調査票名】 ２－就学児童用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月２４日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０８０ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）静岡市全域（由比町区域を含む。） （単位）世帯 （属性）就学児

童（小学１～６年生）のいる世帯 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／２９，７００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）静岡市→報告者→民

間委託→静岡市 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１１月中旬～１２月中旬 

 【調査事項】 １．放課後児童クラブの利用意向，２．保護者の就労状況及び子育てに関する

意識など 
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【調査名】 鈴鹿市次世代育成支援に係るニーズ調査 

【実施機関】 鈴鹿市保健福祉部子育て支援課 

【目 的】 子育て支援に関する市民の生活実態や要望・意見等を把握し，次世代育成支援の後

期行動計画（平成２２～２６年度）を策定する為の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－就学前児童用調査票 ２－就学児童用調査票 ３－中学生・高校生世代用

調査票 ４－一般用調査票 ５－事業所用調査票 ６－団体用調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計／民間委託／機械集計 （公表）「行動計画冊子」及び市ホ

ームページにて公表（平成２２年３月） （表章）市区町村 

※ 

【調査票名】 １－就学前児童用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月２９日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０８１ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）鈴鹿市全域 （単位）世帯 （属性）就学前児童（０～５歳）のいる

世帯 （抽出枠）住民基本台帳，外国人登録台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／１２，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）鈴鹿市→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１１月２５日 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．父母の就労状況，３．就労希望，４．児童の保

育の状況及び利用希望等 

※ 

【調査票名】 ２－就学児童用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月２９日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０８１ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）鈴鹿市全域 （単位）世帯 （属性）就学児童（小学１～６年生）の

いる世帯 （抽出枠）住民基本台帳，外国人登録台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／１３，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）鈴鹿市→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１１月２５日 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．父母の就労状況，３．就労希望，４．放課後児

童クラブの利用状況及び利用希望等 

※ 

【調査票名】 ３－中学生・高校生世代用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月２９日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０８１ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）鈴鹿市全域 （単位）世帯 （属性）中学生・高校生世代のいる世帯 

（抽出枠）住民基本台帳，外国人登録台帳 
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 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／１２，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）鈴鹿市→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１１月２５日 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．家庭での生活状況，３．健康，４．学校，５．

地域生活状況等 

※ 

【調査票名】 ４－一般用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月２９日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０８１ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）鈴鹿市全域 （単位）世帯 （属性）２０歳～６５歳のいる世帯 （抽

出枠）住民基本台帳，外国人登録台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／１２８，０００ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）鈴鹿市→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１１月１５日 

 【調査事項】 １．世帯の状況，２．結婚観・子育て，３．就労状況，４．地域の中の子育て

活動等 

※ 

【調査票名】 ５－事業所用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月２９日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０８１ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）鈴鹿市全域 （単位）事業所 （属性）前期行動計画時に抽出した事

業所及び平成１５年度企業要覧で従業員数５０人以上の事業所 （抽出枠）企業

要覧 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２００／３００ （配布）郵送 （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）鈴鹿市→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１１月２５日 

 【調査事項】 １．事業所の概要，２．従業員・勤務の状況，３．子育て支援の考え方等 

※ 

【調査票名】 ６－団体用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月２９日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０８１ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）鈴鹿市全域 （単位）その他 （属性）子育て支援サークルや子育て

支援団体 （抽出枠）各団体名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５０／１００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）鈴鹿市→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１１月２５日 



 - 109 -

 【調査事項】 １．団体の概要，２．活動理念，３．行政とのかかわり方，４．取り組み内容

等 
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【調査名】 松本都市圏パーソントリップ調査 

【実施機関】 長野県建設部都市計画課 

【目 的】 松本都市圏の都市交通の実態を把握するため、都市圏の人の動きについて個人属性、

起終点、交通目的等を捉え、総合的な都市交通計画の策定のための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－松本都市圏パーソントリップ調査世帯票・自動車票 ２－松本都市圏パー

ソントリップ調査個人票 

【集計・公表】 （集計）地方集計／民間委託／機械集計 （公表）「調査結果報告書」平成２

１年３月 （表章）市区町村 

【経費】 ３３，０００千円 

※ 

【調査票名】 １－松本都市圏パーソントリップ調査世帯票・自動車票 

【受理年月日】 平成２０年１０月３０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０８２ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）松本市、塩尻市、安曇野市、麻績村、生坂村、波田町、山形村、朝日

村、筑北村、池田町、松川村 （単位）世帯 （属性）１１市町村に居住する５

歳以上の人 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１６，０００／１６４，０００ （配布）郵

送・調査員・オンライン （取集）郵送・調査員・オンライン （記入）自計 （把

握時）平成２０年１１月中旬～平成２０年１２月初旬の平日の１日間 （系統）

長野県→民間コンサルタント→調査員→報告者 

 【周期・期日】 （周期）約１０年ごと （実施期日）平成２０年１１月中旬～平成２０年１

２月初旬の平日の１日間 

 【調査事項】 １．世帯票、（１）住所、住居の種類・建て方、居住年数、（２）各世帯員の性

別・年齢・続柄・職業・勤務先等の住所・運転免許の保有状況等、２．自動車票、

（１）自動車・自動二輪車・自転車の保有台数、２．保有自動車の車種、所有者、

保管場所 

※ 

【調査票名】 ２－松本都市圏パーソントリップ調査個人票 

【受理年月日】 平成２０年１０月３０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０８２ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）松本市、塩尻市、安曇野市、麻績村、生坂村、波田町、山形村、朝日

村、筑北村、池田町、松川村 （単位）個人 （属性）１１市町村に居住する５

歳以上の人 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３５，０００／４３７，０００ （配布）郵

送・調査員・オンライン （取集）郵送・調査員・オンライン （記入）自計 （把
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握時）平成２０年１１月中旬～平成２０年１２月初旬の平日の１日間 （系統）

長野県→民間コンサルタント→調査員→報告者 

 【周期・期日】 （周期）約１０年ごと （実施期日）平成２０年１１月中旬～平成２０年１

２月初旬の平日の１日間 

 【調査事項】 １．１日の行動について（１）発地状況（所在地・施設の種類、発時刻）、（２）

着地状況（所在地、施設の種類と目的、着時刻）、（３）交通手段、（４）自動車

の利用（運転した人、乗車人員、駐車場所） 
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【調査名】 むつ市次世代育成支援に係るニーズ調査 

【実施機関】 むつ市保健福祉部児童家庭課 

【目 的】 子育て支援に関する市民の生活実態や要望・意見等を把握し，次世代育成支援の後

期行動計画（平成２２～２６年度）を策定する為の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－就学前児童用調査票 ２－就学児童用調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計／民間委託／機械集計 （公表）「行動計画冊子」及び市ホ

ームページにて公表（平成２２年３月） （表章）市区町村 

【経費】 ２１１千円  

※ 

【調査票名】 １－就学前児童用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月３０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０８３ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）むつ市全域 （単位）個人 （属性）就学前児童（０～５歳）の保護

者 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３，４８１ （配布）郵送・施設配布 （取集）郵

送・施設配布 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）むつ市→委託先

業者→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１１月１７日 

 【調査事項】 １．基本属性，２．家族類型作成のための項目，３．サービス利用率算出のた

めの項目，４．サービス利用者の利用量算出のための項目，５．サービス未利用

者の利用希望率算出のための項目，６．家族類型の変更希望に関する項目，７．

（サービス利用者の）希望サービス量算出のための項目，８．アウトカム評価の

ための項目 

※ 

【調査票名】 ２－就学児童用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月３０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０８３ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）むつ市全域 （単位）個人 （属性）就学児童（小学１～６年生）の

保護者 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３，７４０ （配布）郵送及び施設配布 （取集）

郵送及び施設配布 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）むつ市→委

託先業者→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１１月１７日 

 【調査事項】 １．基本属性，２．家族類型作成のための項目，３．サービス利用率算出のた

めの項目，４．サービス利用者の利用量算出のための項目，５．サービス未利用

者の利用希望率算出のための項目，６．家族類型の変更希望に関する項目，７．
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（サービス利用者の）希望サービス量算出のための項目，８．アウトカム評価の

ための項目 
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【調査名】 筑西市次世代育成支援に係るニーズ調査 

【実施機関】 筑西市福祉部こども課 

【目 的】 子育て支援に関する市民の生活実態や要望・意見等を把握し，次世代育成支援の後

期行動計画（平成２２～２６年度）を策定する為の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－就学前児童用調査票 ２－就学児童用調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計／機械集計 （公表）「行動計画冊子」及び市ホームページ

にて公表（平成２１年７月） （表章）市区町村 

【経費】 ３００千円 

※ 

【調査票名】 １－就学前児童用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月３０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０８４ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）筑西市全域 （単位）世帯 （属性）就学前児童（０～６歳）のいる

世帯 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／５，５３７ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）筑西市→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０２月０１日～２８日 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．父母の就労状況，３．就労希望，４．児童の保

育の状況及び利用希望等 

※ 

【調査票名】 ２－就学児童用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月３０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０８４ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）筑西市全域 （単位）世帯 （属性）就学児童（小学１～６年生）の

いる世帯 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／６，４９０ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）筑西市→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年０２月０１日～２８日 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．父母の就労状況，３．就労希望，４．放課後児

童クラブの利用状況及び利用希望等 
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【調査名】 犬山市次世代育成支援に係るニーズ調査 

【実施機関】 犬山市健康福祉部子ども未来課 

【目 的】 子育て支援に関する市民の生活実態や要望・意見等を把握し，次世代育成支援の後

期行動計画（平成２２～２６年度）を策定する為の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－就学前児童用調査票 ２－就学児童用調査票 ３－中学生用調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計／民間委託／機械集計 （公表）市ホームページ及び広報に

て公表（平成２１年７月） （表章）市区町村 

【経費】 １，４７０千円 

※ 

【調査票名】 １－就学前児童用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月３０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０８５ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）犬山市全域 （単位）世帯 （属性）犬山市内の就学前児童（０～５

歳）のいる世帯 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５００／４，１４０ （配布）郵送及び

園にて配布 （取集）郵送及び園にて回収 （記入）自計 （把握時）調査日現

在 （系統）犬山市→報告者，犬山市→保育園等→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１１月１０日～２５日 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．父母の就労状況，３．就労希望，４．児童の保

育の状況及び利用希望等 

※ 

【調査票名】 ２－就学児童用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月３０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０８５ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）犬山市全域 （単位）世帯 （属性）犬山市内の各学校から暮らす単

位で抽出した就学児童（小学１～６年生）のいる世帯 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５００／４，６１４ （配布）郵送及び

学校にて配布 （取集）郵送及び学校にて回収 （記入）自計 （把握時）調査

日現在 （系統）犬山市→報告者，犬山市→学校等→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１１月１０日～２５日 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．父母の就労状況，３．就労希望，４．放課後児

童クラブの利用状況及び利用希望等 

※ 

【調査票名】 ３－中学生用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月３０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０８５ 受理番号（旧） 
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 【調査対象】 （地域）犬山市全域 （単位）個人 （属性）犬山市内の各学校からクラス単

位で抽出した中学３年生 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５０／６８５ （配布）学校にて配布 （取

集）学校にて回収 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）犬山市→学

校等→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１１月０１日～２５日 

 【調査事項】 １．地域の人々とのかかわりについて，２．結婚観について等 
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【調査名】 石岡市次世代育成支援に係るニーズ調査 

【実施機関】 石岡市保健福祉部こども福祉課 

【目 的】 子育て支援に関する市民の生活実態や要望・意見等を把握し，次世代育成支援の後

期行動計画（平成２２～２６年度）を策定する為の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－未就学児童用調査票 ２－小学生用調査票 ３－中・高生用調査票 ４－

一般市民用調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計／機械集計 （公表）「行動計画冊子」及びホームページに

て公表（平成２１年３月） （表章）市区町村 

【経費】 １，０４７千円 

※ 

【調査票名】 １－未就学児童用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月３１日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０８６ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）石岡市全域 （単位）世帯 （属性）石岡市内の就学前児童（０～５

歳）のいる世帯 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／３，９２２ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）石岡市→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１１月１０日～２５日 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．父母の就労状況，３．就労希望，４．児童の保

育の条項及び利用希望等 

※ 

【調査票名】 ２－小学生用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月３１日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０８６ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）石岡市全域 （単位）世帯 （属性）石岡市内の就学児童（小学１～

６年生）のいる世帯 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／４，４８３ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）石岡市→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１１月１０日～２５日 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．父母の就労状況，３．就労希望，４．放課後児

童クラブの利用状況及び利用希望等 

※ 

【調査票名】 ３－中・高生用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月３１日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０８６ 受理番号（旧） 
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 【調査対象】 （地域）石岡市全域 （単位）個人 （属性）中・高校生 （抽出枠）住民基

本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／４，９５９ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）石岡市→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１１月１０日～２５日 

 【調査事項】 １．生徒の世帯の状況，２．父母の就労状況 

※ 

【調査票名】 ４－一般市民用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月３１日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０８６ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）石岡市全域 （単位）個人 （属性）一般市民 （抽出枠）住民基本

台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／３１，１８９ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）石岡市→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１１月１０日～２５日 

 【調査事項】 １．就労形態，２．世帯の状況，３．子育て支援の希望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 119 -

【調査名】 堺市次世代育成支援に関するニーズ調査 

【実施機関】 堺市子ども青少年育成部子ども青少年企画課 

【目 的】 市民の子育て支援に関する生活実態や要望・意見等を把握し，次世代育成支援の後

期行動計画を策定するための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－就学前児童用調査票 ２－就学児童用調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計／民間委託／機械集計 （公表）「後期行動計画冊子」及び

市ホームページにて公表（平成２１年６月） （表章）市区町村 

【経費】 ５，０００千円 

※ 

【調査票名】 １－就学前児童用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月３１日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０８７ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）堺市内 （単位）世帯 （属性）堺市内の就学前児童（０～５歳）の

いる世帯 （抽出枠）住民基本台帳，外国人登録原票 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，５００／４５，０４０ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）堺市→民間委託→報

告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１１月３０日 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．父母の就労状況，３．就労希望，４．児童の保

育の状況及び利用希望，５．子育て支援サービス等の認知度等 

※ 

【調査票名】 ２－就学児童用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月３１日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０８７ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）堺市全域 （単位）世帯 （属性）小学校児童（１～６年生）のいる

世帯 （抽出枠）住民基本台帳，外国人登録原票 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，５００／４３，０３８ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）堺市→民間委託→報

告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１１月３０日 

 【調査事項】 １．児童及び世帯の状況，２．父母の就労状況，３．就労希望，４．放課後児

童クラブ（のびのびルーム等）の利用状況及び利用希望，５．子育て支援サービ

ス等の認知度等 
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【調査名】 県民健康・栄養実態調査 
【実施機関】 新潟県福祉保健部健康対策課 

【目 的】 新潟県民の身体の状況，栄養摂取状況，歯科疾患の状況及び生活習慣の状況を把握

し，県民の健康の増進の総合的な推進を図るために必要な基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－身体状況調査票 ２－栄養摂取状況調査 ３－生活習慣調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計／民間委託／機械集計 （公表）「調査結果報告書」（平成２

１年１２月） （表章）都道府県 

【経費】 １０，１７０千円 

※ 

【調査票名】 １－身体状況調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月０７日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８０６３ 受理番号（旧）１０６０８０ 

 【調査対象】 （地域）新潟県全域 （単位）個人 （属性）平成２０年国民生活基礎調査の

県内対象地区（１４地区）又は平成１７年国勢調査調査区から無作為抽出した地

区（１１地区）の世帯及び世帯員 （抽出枠）国民生活基礎調査の単位区別世帯

名簿，平成１７年国勢調査調査区一覧表，調査区地図，調査区要図，平成２０年

国民健康・栄養調査の単位区別世帯名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，５００／２，３９６，０６７ （配布）

調査員 （取集）調査員 （記入）併用 （把握時）調査日現在 （系統）新潟

県→保健所・地域振興局→報告者 

 【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２０年１１月０１日～１１月３０日 

 【調査事項】 １．身長・体重（満１歳以上），２．腹囲（満６歳以上），３．血液測定（満１

５歳以上），４．血液検査（満２０歳以上），５．１日の運動量（歩行数）（満１

５歳以上），６．問診（服薬状況，運動）（満２０歳以上），７．口腔検査（満１

歳以上） 

※ 

【調査票名】 ２－栄養摂取状況調査 

【受理年月日】 平成２０年１０月０７日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８０６３ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）新潟県全域 （単位）世帯 （属性）平成２０年国民生活基礎調査の

新潟県内対象地区（１４地区）又は平成１７年国勢調査調査区から無作為抽出し

た地区（１１地区） （抽出枠）平成２０年国民生活基礎調査の単位区別世帯名

簿，平成１７年国勢調査調査地区一覧表，平成２０年国民健康・栄養調査の単位

区別世帯名簿 
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 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，５００／２，３９６，９６７ （配布）

調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）新潟

県→保健所・地域振興局→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年１１月０１日～３０日 

 【調査事項】 １．世帯状況（世帯員番号，氏名，性別，生年月，妊婦（週数），授乳婦別、

仕事の種類，日常生活活動強度，２．食事状況（朝・昼・夕食別，家庭食・外食・

欠食の区別），３．食物摂取状況（料理名，食品名，使用量，廃棄量，世帯員ご

との案分比率） 

※ 

【調査票名】 ３－生活習慣調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月０７日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８０６３ 受理番号（旧） 

 【調査対象】 （地域）新潟県全域 （単位）世帯及び世帯員 （属性）平成２０年国民生活

基礎調査の県内対象地区（１４地区）又は平成１７年国勢調査調査区から無作為

抽出した地区（１１地区）の世帯及び世帯員 （抽出枠）平成２０年国民生活基

礎調査の単位区別世帯名簿，平成１７年国勢調査調査地区一覧表，調査区地図，

調査区要図，平成２０年国民健康・栄養調査の単位区別世帯名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，５００／２，３９６，９６７ （配布）

調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）新潟

県→保健所・地域振興局→報告者 

 【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２０年１１月０１日～３０日 

 【調査事項】 食生活，身体活動・運動，休養（睡眠），飲酒，喫煙，歯の健康等に関する生

活習慣全般について（※新潟市保健所管内の調査地区では，口腔診査及び生活習

慣調査を実施する） 
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（２）変更受理 

【調査名】 労使関係実情調査 

【実施機関】 佐賀県農林水産商工本部雇用労働課 

【目 的】 佐賀県内の民間企業に雇用されている労働者の労働時間，その他労働条件に関する

基本事項を調査し，その実態を明らかにして労使関係の円滑化を図るとともに，労

働行政の基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－労使関係実情調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計／機械集計 （公表）「調査結果報告書」（平成２１年３月） 

（表章）都道府県 

【経費】 ２２８千円 

※ 

【調査票名】 １－労使関係実情調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月０６日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８０６１ 受理番号（旧）２０７０５０ 

 【調査対象】 （地域）佐賀県全域 （単位）事業所 （属性）「建設業」，「製造業」，「電気・

ガス・熱供給・水道業」，「情報通信業」，「運輸業」，「卸売・小売業」，「金融・保

険業」，「宿泊業」，「医療，福祉」，「教育，学習支援業」，「複合サービス事業」，

「サービス業（他に分類されないもの）」に属する常用雇用者規模３０人以上の

民間事業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査 調査区別民営事業所

漢字リスト 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３５０／１，８６６ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）平成２０年１０月３１日現在 （系統）佐賀県

→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年１１月０１日～１１月１４日 

 【調査事項】 １．事業所の概要，（１）事業所名，（２）郵便番号，（３）所在地，（４）常用

雇用者数の規模，（５）正規従業員数（うち女性の数），２．労働時間制度につい

て，（１）１週あたりの所定労働時間，（２）週休制の形態，（３）年間休日総数，

（４）年次有給休暇，（５）特別休暇制度，（６）配偶者の出産補助休暇制度，（７）

変形労働時間制，（８）みなし労働時間制，（９）その他の勤務制度の導入につい

て，（１０）労働時間短縮の取り組み状況，（１１）労働時間を短縮するにあたっ

ての問題点，３．育児・介護休業制度について，（１）育児休業制度について，

（２）子の看護休暇制度について，（３）育児休業，子の看護休暇等の取得状況，

（４）育児休業の取得期間，（５）育児休業取得者の代替要員について，（６）両

立支援制度の設置状況，（７）介護休業制度について，（８）介護休暇の取得状況，

（９）育児・介護休業制度運用上の問題点，（１０）育児，介護等による退職者
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の再雇用制度，（１１）休業・休暇中の賃金手当等の支給状況，４．その他の制

度について，（１）定年制度について，（２）退職金制度について 
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【調査名】 東京都生計分析調査試験調査 

【実施機関】 東京都総務局統計部経済統計課 

【目 的】 現在，東京都の直轄調査員により行っている「東京都生計分析調査」を民間事業者

に委託して実施することにより、民間事業者による調査手法を検証し、現行のあり

方等の検討資料にするとともに、民間活用のあり方を探る。 

【調査の構成】 １－東京都生計分析調査試験調査世帯票 ２－東京都生計分析調査試験調査家

計簿 ３－東京都生計分析調査試験調査年間収入調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計／統計センター委託／機械集計 （公表）「調査結果報告書」

平成２１年中閲覧 （表章）都道府県 

【経費】 １，４９１千円 

※ 

【調査票名】 １－東京都生計分析調査試験調査世帯票 

【受理年月日】 平成２０年１０月０７日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８０６２ 受理番号（旧）２０８００１ 

 【調査対象】 （地域）東京都の市町村から抽出した２市 （単位）世帯 （属性）全世帯の

うち一部の世帯（専ら農・林・漁業を営む世帯，単身者世帯，外国人世帯，料理

飲食店・旅館・下宿屋を営む世帯等）を除いた世帯， （抽出枠）平成１７年国

勢調査調査区一覧表 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２４／１，０９８，０６３ （配布）調査員 

（取集）調査員 （記入）他計 （把握時）調査最初の月の１日現在 （系統）

東京都→民間調査機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査最初の月の１日 

 【調査事項】 １．フェイス事項，２．世帯員及び住居に関する事項（世帯主との続き柄、性

別等、就非別、勤務先等、住居の所有関係等，家賃・地代、無職世帯の主な収入

源他） 

※ 

【調査票名】 ２－東京都生計分析調査試験調査家計簿 

【受理年月日】 平成２０年１０月０７日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８０６２ 受理番号（旧）２０８００１ 

 【調査対象】 （地域）東京都の市町村から抽出した２市 （単位）世帯 （属性）全世帯の

うち一部の世帯（専ら農・林・漁業を営む世帯，単身者世帯，外国人世帯、料理

飲食店・旅館・下宿屋を営む世帯等）を除いた世帯 （抽出枠）平成１７年国勢

調査調査区一覧表 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２４／１，０９８，０６３ （配布）調査員 

（取集）調査員 （記入）自計 （把握時）毎月５日及び２０日 （系統）東京

都→民間調査機関→報告者 
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 【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎日５日及び２０日 

 【調査事項】 １．口座自動振替による支払い事項（支払内訳・金額），２．毎日の収入と支

出に関する事項（収入は種類と金額，支出は品名・数量・金額・用途・繰越金）

３．カード購入，月賦購入，掛買い又は現物（購入方法・金額・見積金額）， 

※ 

【調査票名】 ３－東京都生計分析調査試験調査年間収入調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月０７日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８０６２ 受理番号（旧）２０８００１ 

 【調査対象】 （地域）東京都の市町村から抽出した２市 （単位）世帯 （属性）全世帯の

うち一部の世帯（専ら農・林・漁業を営む世帯，単身者世帯，外国人世帯，料理

飲食店・旅館・下宿屋を営む世帯等）を除いた世帯， （抽出枠）平成１７年国

勢調査調査区一覧表 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２４／１，０９８，０６３ （配布）調査員 

（取集）調査員 （記入）自計 （把握時）調査２ヶ月目の５日 （系統）東京

都→民間調査機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査２ヶ月目の５日 

 【調査事項】 １．勤め先年間収入（定期，賞与・その他の臨時収入），２．営業年間収益，

３．内職年間収入，４．その他の年間収入， 
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【調査名】 県民意識調査 

【実施機関】 新潟県知事政策局政策評価室 

【目 的】 新潟県「夢おこし」政策プランの効果的な推進を図るため，県民ニーズや満足度等

を調査する。 

【調査の構成】 １－「夢おこし」政策プラン推進のための県民意識調査調査票（県民調査用） 

２－「夢おこし」政策プラン推進のための県民意識調査調査票（首都圏調査用） 

【集計・公表】 （集計）地方集計／民間委託／機械集計 （公表）ホームページにて公表（調

査年度１月頃） （表章）都道府県 

【経費】 ２，５００千円 

※ 

【調査票名】 １－「夢おこし」政策プラン推進のための県民意識調査調査票（県民調査用） 

【受理年月日】 平成２０年１０月１４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８０６５ 受理番号（旧）２０７０３８ 

 【調査対象】 （地域）新潟県全域 （単位）個人 （属性）新潟県内在住の満２０歳以上７

５歳以下の男女個人 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）新潟県→民間業者→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年１１月上旬～中旬 

 【調査事項】 １．定住意向，２．県の施策体系に関する満足度，３．災害に強いふるさとづ

くりについて，４．危機管理体制について，５．自主防災の取組状況，６．環境

についての満足度，７．地球温暖化防止に関する取組，８．健康で充実した生活

を送っていることに関する満足度，９．健康に関する施策に対する満足度，１０．

福祉に関する施策に対する満足度，１１．食の安全・安心の取組についての満足

度、１２．食の安全に関する施策に対する満足度，１３．教育に関する施策に対

する満足度 

※ 

【調査票名】 ２－「夢おこし」政策プラン推進のための県民意識調査調査票（首都圏調査用） 

【受理年月日】 平成２０年１０月１４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８０６５ 受理番号（旧）２０７０３８ 

 【調査対象】 （地域）首都圏周辺 （単位）個人 （属性）首都圏周辺在住の２０歳以上７

０歳未満の男女個人 （抽出枠）調査会社登録のモニターから抽出 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，２００ （配布）オンライン （取集）

オンライン （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）新潟県→民間調査

機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年１１月中旬 
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 【調査事項】 １．住んでみたい道府県，２．新潟県の食の安全・安心の取組についての満足

度，３．新潟県の食の安全に関する施策に対する満足度 
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【調査名】 集落営農実態調査 
【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部経営・構造統計課センサス統計室 

【目 的】 「食料・農業・農村基本計画」において担い手として位置づけられ，「水田・畑作

経営所得安定対策」の支援対象となった集落営農組織の育成・確保・支援に係る施

策の企画・立案，推進等に必要な資料の整備を行うとともに，「食料・農業・農村基

本計画」の評価の指標とする。 

【調査の構成】 １－集落営農実態調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計／機械集計 （公表）「調査結果報告書」（毎年３月末日） （表

章）全国 

【経費】 ７，０７４千円 

【備考】 農林漁業に係る地域構造調査費７０７４千円の一部 

※ 

【調査票名】 １－集落営農実態調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月２４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８０６６ 受理番号（旧）２０７００３ 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）市区町村 （抽出枠） 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，７９１ （配布）郵送・オンライン・ファクシ

ミリ （取集）郵送・オンライン・ファクシミリ （記入）自計 （把握時）２

月１日現在 （系統）農林水産省←→地方農政事務所（局）←→統計・情報セン

ター←→報告者（市区町村） 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）０２月０１日 

 【調査事項】 １．集落営農の名称，代表者氏名，住所，２．集落営農の概要，（１）設立年

次，（２）集落営農の組織形態，（３）集落営農の構成等，３．集落営農の営農状

況，（１）経営規模・農地利用の目標，（２）集落内の営農を一括管理・運営，集

落営農の活動内容等 
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【調査名】 香川県特定地場産品調査 
【実施機関】 香川県商工労働部経営支援課 

【目 的】 特定地場産品の実態を把握し，地場産業振興対策の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－平成２０年香川県特定地場産品調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計／機械集計 （公表）「調査結果報告書」（平成２２年３月） 

（表章）都道府県 

【経費】 １，７４５千円 

※ 

【調査票名】 １－平成２０年香川県特定地場産品調査票 

【受理年月日】 平成２０年１０月２７日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８０６７ 受理番号（旧）２０５０８６ 

 【調査対象】 （地域）香川県内 （単位）事業所 （属性）香川県の特定地場産品である２

９業種のうち，いずれかを製造又は賃加工する事業所 （抽出枠） 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，１７３ （配布）調査員 （取集）調査員 （記

入）自計 （把握時）平成２０年１２月３１日 （系統）香川県→市町長→調査

員→報告者 

 【周期・期日】 （周期）西暦末日が０，３，５，８の年 （実施期日）配布１２月中旬、提

出１月中旬 

 【調査事項】 １．事業所の名称及び電話番号，２．製造品・賃加工品の販売先地域別割合（年

間），３．販売先の業態別割合（年間），４．主な原材料の仕入先地域別割合（年

間），５．経営上の問題点，６．経営方針、７．特定地場産品の製造品の出荷額

及び加工賃収入額（年間） 
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（３）中止受理 

【調査名】 要介護認定モデル事業報告 
【実施機関】 厚生労働省老健局老人保健課 

【目 的】 平成２０年に予定されている要介護認定モデル事業に関して，その認定調査の実行

可能性を検証すること及び作成中の要介護認定理論の信頼性向上のための基礎資料

を得る。 

【調査の構成】 １－要介護認定モデル事業報告に関する調査報告表 

【集計・公表】 （集計）中央集計／機械集計 （公表）「調査結果報告書」（平成２０年３月末） 

（表章）全国 

【経費】 ９５，０１８千円 

【備考】 システムの検証のための調査であり，統計調査に該当しないことから，中止扱いをす

る。 

※ 

【調査票名】 １－要介護認定モデル事業報告に関する調査報告表 

【受理年月日】 平成２０年１０月０６日 

【受理番号】 受理番号（新）００００００ 受理番号（旧）２０７０６４ 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）市区町村 （抽出枠） 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１２９ （配布）郵送・オンライン （取集）

郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省

→報告者（市区町村） 

 【周期・期日】 （周期）関連法令改正により要介護認定制度変更のつど （実施期日）平成

１９年１２月 

 【調査事項】 １．保険者番号，２．被保険者番号，３．年齢，４．性別，５．介護サービス

の利用状況，６．要介護等の認定に際しての判断要素となる主治医の意見，７．

運動能力等の状況等 
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【調査名】 建設副産物実態調査 

【実施機関】 国土交通省総合政策局事業総括調整官室 

【目 的】 建設工事における建設副産物の処理状況や建設資材の利用状況を調査することによ

り、建設工事における資材のリサイクル促進等の施策立案のための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－総量調査票（公共工事〔発注者用〕） 

【集計・公表】 （集計）中央集計／機械集計 （公表） （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－総量調査票（公共工事〔発注者用〕） 

 【調査票承認期間開始日】 平成２０年１０月２１日 

 【調査票承認期間終了日】 平成２０年１０月２１日 

【受理番号】 受理番号（新）３０８０１２ 受理番号（旧）２０５０３５ 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）全国の公共工事発注機関（公団・事

業団を除く） （抽出枠） 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７，０００ （配布）郵送・オンライン （取集）

郵送・オンライン （記入）自計 （把握時） （系統）国土交通省→地方建設

副産物対策連絡協議会→報告者 

 【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２０年０５月３０日 

 【調査事項】 １．工事概要（工事名、工事施行場所、最終工事契約金額、構造、使途、述べ

床面積），２．特定建設資材（搬入量），３．その他の建設資材（搬入量）、４．

特定建設資材廃棄物（発生量・搬出量）、５．建設廃棄物（発生量・搬出量）、６．

建設発生土（発生量・搬出量） 
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５ 参   考 



承認統計調査の実施機関別・年次別承認件数（報告様式単位）(1)

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 H2年 ７年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年

(4) (4) (4) (4) (16)

83 59 81 67 58 71 97 18 25 35 11 4 6 8 623

(3) (1) (4)

22 18 10 5 5 5 6 5 3 6 3 6 2 1 97

(3) (4) (4) (5) (4) (20)

105 77 91 72 63 76 103 23 28 41 14 10 8 9 720

(1) (1) (2)

26 33 43 77 68 73 112 8 12 8 3 10 6 22 501

(1) (1)

8 7 31 52 55 110 162 35 33 30 14 23 15 26 601

(1) (1) (1) (3)

34 40 74 129 123 183 274 43 45 38 17 33 21 48 1102

2 2 0 0 0 1 1 6

(11) (3) (1)  (4) (4) (5) (4) (32)

22 10 16 13 14 35 40 11 8 6 2 3 9 4 193

(1) (1)

1 1 2 1 5

(11) (3) (2) (4) (4) (5) (4) (33)

23 11 18 13 15 35 40 11 8 6 2 3 9 4 198

(1) (1) (1) (1) (1) (5)

102 106 101 108 142 139 184 6 23 7 6 14 14 9 961

308 298 312 278 193 216 241 51 41 44 44 50 39 39 2154

5 2 7 10 3 3 1 1 1 1 34

3 2 10 2 2 2 2 4 27

(2) (5) (1) (1) (1) (2) (1) (13)

380 355 321 358 299 355 321 82 70 41 66 90 46 58 2842

(2) (5) (1) (1) (1) (2) (1) (13)

688 661 635 643 502 576 575 136 114 87 113 141 89 97 5057

(注)１．この表は、統計報告調整法により承認された統計報告を、調査票の様式単位で示したものである。

２．上段（　）は、他府省との共管調査で、その数は外数である。

小 計

厚
　
生
　
労
　
働
　
省

大 臣 官 房
統 計 情 報 部

社 会 保 険 庁

中 央 労 働
委 員 会

そ の 他

そ の 他

小 計

本 省

法 務 省

財
　
務
　
省

国 税 庁

小 計

年（月）

実施機関名

文 部 科 学 省

内
　
閣
　
府

総
　
務
　
省

経 済 社 会
総 合 研 究 所

そ の 他

小 計

統 計 局
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承認統計調査の実施機関別・年次別承認件数（報告様式単位）(2)

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 H2年 ７年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年

(3) (3)

384 425 435 374 379 330 290 56 90 53 37 56 70 25 3004

(2) (2) (1) (5)

102 71 77 72 54 79 86 24 17 17 29 6 17 15 666

82 49 25 18 14 7 2 2 2 3 3 4 211

3 4 3 5 5 6 2 1 1 1 1 2 34

(15) (21) (10) (20) (20) (4) (17) (2) (2) (2) (1) (2) (116)

143 182 226 154 80 91 85 32 25 24 13 17 14 43 1129

(15) (24) (10) (20) (20) (4) (17) (2) (2) (2) (2) (2) (2) (2) (124)

711 730 767 621 532 512 469 116 135 95 82 80 105 89 5044

(2) (6) (2) (2) (1) (1) (14)

209 157 128 119 106 67 101 24 5 26 2 27 24 25 1020

11 1 7 11 27 4 10 71

(1) (3) (4) (2) (1) (11)

61 56 90 63 103 73 73 11 9 15 11 3 3 3 574

(17) (18) (23) (35) (32) (17) (28) (3) (12) (3) (12) (3) (4) (3) (210)

309 249 272 212 186 166 170 21 9 13 14 9 15 16 1661

(18) (20) (32) (41) (36) (18) (29) (3) (12) (4) (12) (3) (4) (3) (235)

579 462 490 394 395 306 344 67 24 61 38 66 46 54 3326

(30) (49) (22) (27) (9) (18) (1) (1) (157)

126 202 176 175 218 215 244 45 55 30 11 38 43 12 1590

(19) (35) (62) (25) (26) (23) (15) (1) (2) (208)

223 243 179 172 124 131 101 20 15 34 28 54 15 36 1375

(19) (65) (111) (47) (53) (32) (33) (1) (1) (1) (2) (365)

349 445 355 347 342 346 345 65 70 64 39 92 58 48 2965

(4) (12) (14) (11) (11) (8) (1) (1) (1) (1) (1) (2) (1) (68)

2 1 4 11 1 1 1 2 2 25

65 116 168 122 122 65 93 6 16 10 26 16 24 16 865

30 52 84 61 61 29 49 3 8 5 13 8 9 8 420

2591 2532 2533 2328 2118 2173 2345 469 449 400 312 440 353 361 19404

2621 2584 2617 2389 2179 2202 2394 472 457 405 325 448 362 369 19824

環 境 省

合
　
計

共
管
調
査

延 件 数

実 数
(1)

単 独 調 査
(2)

総 承 認 件 数

(1)＋(2)

国
土
交
通
省

総 合 政 策 局
情 報 管 理 部

そ の 他

小 計

経
　
済
　
産
　
業
　
省

経済産業政策局
調 査 統 計 部

資 源
エネルギー庁

中 小 企 業 庁

そ の 他

小 計

農
　
林
　
水
　
産
　
省

大 臣 官 房
統 計 部

総 合 食 料 局
（旧食糧庁）

林 野 庁

水 産 庁

そ の 他

小 計

年（月）

実施機関名
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承認統計調査の実施機関別・月次別承認件数（報告様式単位）（１）

年（月）

実施機関名

1

3

1

1社会保険庁

中 央 労 働
委 員 会

1 5 2
大 臣 官 房
統計情報部

1 4

0

15

(4)

8

0 00

(4)

0 0 0 0小 計 1 1

財

務

省

本 省 1 1

国 税 庁

00 0 0124 10 0 0

そ の 他 7 1 8 4

3 2 8
総

務

省

統 計 局

小 計 0 7

1 0 1 00 1 0 1 0 1
(4)
3

1

1 1

(4)
3

1

８ 月

内

閣

府

経 済 社 会
総合研究所

そ の 他

小 計

1

１０月 １１月 １２月 １ 月

文 部 科 学 省
(1)
(1)

1

そ の 他
(1)

法 務 省

9 2 18 23 1

4

9 7 13

7 20

2 1

(1)
1

0 4 10

厚

生

労

働

省
417 10 30 14

3

小 計

1

９ 月

3

平成19年
備考

1

1

1

1

平成20年
１０月

2

２ 月 ３ 月 ４ 月 ５ 月 ６ 月 ７ 月

2

1

3

4

3

4

1

1
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備考

承認統計調査の実施機関別・月次別承認件数（報告様式単位）（2）

13 3 21

8 1 0 82

1 2 1

3

2 1 2 8

小 計

8 1 1

15 2

2 1 2

45 4

そ の 他 15 2

(5)
3

4 2

8 8 1

28 8 3 0 7 7
(2)
6

0 1

1 6

小 計 6 3

8 8 7 3
(2)
6

水 産 庁 1

2

3

1

大 臣 官 房
統 計 部

４ 月 ５ 月 ６ 月１ 月 ２ 月 ３ 月

14

平成19年
１０月 １１月 １２月

2 11 ４

1 32 21 1 19

国

土

交

通

省

総合政策局
情報管理部

1

農

林

水

産

省
経

済

産

業

省

経済産業政策局
調 査 統 計 部

資 源
エネルギー庁

中小企業庁

そ の 他

小 計

林 野 庁

そ の 他

総合食料局

36

0

0

8 1

(5)
3

環 境 省 2 1

2

1

8 3

2 1

1 8

8

2

19 22 34 34 27 49

35 15

48 3339 35 13

820 22 34 34 27 49
(1)＋(2)

総承認件数
48 3347

年（月）

実施機関名

合

計

共
管
調
査

延件数

実 数
（ ）(1)

単 独 調 査
(2)

平成20年
１０月

2

９ 月８ 月７ 月

2

1

2

2

4

2

16

18
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届出統計調査の実施機関別・年次別受理件数

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 ２年 ７年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年

新 規 58 54 43 39 32 27 11 5 8 8 4 4 8 6 307

変 更 69 72 99 108 88 79 103 15 23 29 15 30 30 19 779

中 止 6 3 7 11 9 1 2 1 1 5 5 3 54

新 規 358 282 367 354 355 389 386 75 63 67 72 80 63 64 2975

変 更 329 299 199 140 177 210 218 88 29 74 62 54 87 35 2001

中 止 4 4 8 2 15 16 39 10 4 4 7 4 24 6 147

新 規 105 82 85 124 139 127 130 26 28 240 371 30 38 39 1564

変 更 131 65 55 49 61 114 93 24 24 16 12 14 15 10 683

中 止 1 1 5 2 12 1 3 2 1 0 28

新 規 2 6 2 1 0 11

変 更 10 9 10 16 16 9 5 2 2 1 1 3 84

中 止 2 3 1 1 2 1 1 0 11

新 規 523 424 495 517 528 543 528 106 99 315 447 114 109 109 4857

変 更 539 445 363 313 342 412 419 127 78 121 90 98 133 67 3547

中 止 13 4 14 11 31 19 62 12 10 6 10 10 29 9 240

合
　
計

日
　
銀
　
等

市

都
道
府
県

年（月）

実施機関名

国
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38

7

0

6

6

32

１０月

1

備考
年（月）

実施機関名実施機関名

1

平成20年

届出統計調査の実施機関別・月次別受理件数

中止 31 1 0

4 7 28 7 7 4 2 4

10

12

中止

0 911 8 3 10 2 5

合
計

新規 9 8

変更 13 10

2

1 2

日
銀
等

新規

変更

中止

51 4 1 2

65 4 1 7 1 2

市

新規 7 2

変更 1 2

中止 21 1 1 2

77 3 1 2 6 1 2 2

36 4 2 3 3 2 7

1

都
道
府
県

新規 2 6

変更 7 4

5 41 3 2 1 2 1 1 2

1 2

国

新規

変更

中止

２月 ３月 ４月 ５月１０月 １１月 １２月 １月

1

平成１９年
６月 ７月 ８月

1

９月
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